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土木工事設計マニュアルの改定について

①

②

③

④

⑤

⑧

⑨

⑩

⑦

⑥

編 章 節 項⽬ 改訂内容 改訂となった理由 備考
1

共通
1

設計⼀般
⽬次 ページ数の変更 ページ数が変更になったため 1〜2/55

1
共通

1
設計⼀般

3
適⽤⽰⽅書・指
針等

適⽤⽰⽅書・指針等の名称・発⾏所名・発⾏
年⽉を最終版へ更新

各⽰⽅書等が改定されているため 3〜9/55

1
共通

1
設計⼀般

5 新技術の検討
「※有⽤な新技術リスト⼀覧の検索⽅法につ
いて」のリンク先修正

NETISのリンク先が更新されたため 10/55

1
共通

1
設計⼀般

5 新技術の検討
「表５−１ テーマ設定型（技術公募）の⽐
較表を公表した技術テーマ」の修正

技術テーマの追加があったため 11/55

3
道路

２
道路⼟⼯

⽬次 ページ数の変更 ページ数が変更になったため 12/55

3
道路

２
道路⼟⼯

8 全項⽬ 適⽤基準「落⽯対策便覧」の改定に伴う修正 「落⽯対策便覧」が改定されたため
13〜17/55
参考−①

3
道路

3
舗装

2 設計の考え⽅ 誤記修正 「詳細構造をを〜」という誤記を修正 18/55

3
道路

3
舗装

9 防⽔層の分類 誤記修正 「シート系防床版防⽔層」という誤記を修正 19/55

3
道路

4
道路付属施設

⽬次 ページ数の変更 ページ数が変更になったため 20/55

3
道路

4
道路付属施設

1 防護柵⼯ 適⽤図書等の修正

「防護柵の設置基準・同解説、ボラードの設置便
覧」が令和３年３⽉に発⾏したため
「景観に配慮した道路附属物等整備ガイドライン」
が平成２９年１１⽉に発⾏したため

21/55

3
道路

4
道路付属施設

1 防護柵⼯ ワイヤロープ式防護柵の記述を追加
平成３０年６⽉より、直轄管理の⾼規格幹線道路の
暫定２⾞線区間には標準設置することとなっている
ため

22/55
参考−②⑪
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土木工事設計マニュアルの改定について

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑲

⑳

⑱

⑰

編 章 節 項⽬ 改訂内容 改訂となった理由 備考

3
道路

4
道路付属施設

2 標識⼯ 規制標識の追加

令和３年３⽉道路法改正に伴い更新（以下を追加）
 325の5-A〜C：許可⾞両専⽤
 325の6：許可⾞両（組合せ）専⽤
 325の7：広域災害応急対策⾞両専⽤

23/55
参考−③

3
道路

4
道路付属施設

2 標識⼯
⾼速道路番号表⽰の路線図、路線名⼀覧を追
加

⾼速道路番号表⽰に対応する路線を明確にするため
24〜25/55
参考−④

3
道路

4
道路付属施設

2 標識⼯
｢道の駅｣を案内する道路標識についての記述
を追加

⾼速道路等の本線から⼀般道に設置された｢道の駅｣
を案内する標識について統⼀するため

26〜28/55
参考−⑤

3
道路

4
道路付属施設

2 標識⼯
道の駅に設置されているＥＶ充電施設の案内
⽅針についての記述を追加

道の駅に設置されているＥＶ充電施設を案内する標
識について統⼀するため

29〜31/55
参考−⑤

3
道路

4
道路付属施設

2 標識⼯
直轄⾃専道に関する案内標識についての記述
を追加

⼀般道等から⾃専道への案内⽅法、⾃専道からの出
⼝案内⽅法について統⼀するため

32〜36/55
参考−⑤

3
道路

4
道路付属施設

2 標識⼯ 道路標識⼀覧の更新

令和３年３⽉道路法改正に伴い更新（以下を追加）
 325の5-A〜C：許可⾞両専⽤
 325の6：許可⾞両（組合せ）専⽤
 325の7：広域災害応急対策⾞両専⽤

37/55
参考−③

3
道路

5
橋梁

2 基本計画 建築限界の考え⽅ 重要物流道路指定に伴う建築限界の考え⽅に修正
38〜39/55
参考ー⑥

3
道路

5
橋梁

2 橋種の選定 設計打合せ対象の追加 橋梁50m未満で橋台⾼さ10m以上を追加 40/55

3
道路

5
橋梁

2
設計図書に記載
すべき事項

第三者照査対象の橋梁の取扱い 第三者照査対象の有無を明⽰ 41/55

3
道路

5
橋梁

2 上部⼯ 剥落防⽌対策の対象を修正 道路上でも第三者被害の防⽌を図る必要があるため 42/55㉑
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土木工事設計マニュアルの改定について

㉒

㉓

㉔

㉕

㉖

編 章 節 項⽬ 改訂内容 改訂となった理由 備考
3

道路
5

橋梁
4 設計⼀般 ニッケル系耐候性鋼材に関する記載修正 ⾶来塩分量に関する記載修正 43/55

3
道路

5
橋梁

4 橋⾯排⽔ 材料表修正（TYPE-A〜C） ⼯事の実態にあわせて材料表修正 44〜46/55

3
道路

5
橋梁

6 落下物防⽌施設 落下物防⽌柵の名称修正 設置する場所によって判断できるように名称を修正 47〜49/55

3
道路

5
橋梁

8 参考図書 適⽤図書等の修正 最新版へ更新 50/55

3
道路

6
トンネル

2 内空断⾯ 建築限界の考え⽅ 重要物流道路指定に伴う建築限界の考え⽅に修正
51/55

参考−⑦

3
道路

7
⽴体横断施設

1 適⽤基準等 適⽤図書等の修正
「道路の移動等円滑化に関するガイドライン」が令
和４年６⽉に改訂

52/55
参考−⑧

3
道路

8
歩道及び時点
⾞⾛⾏空間

1 適⽤基準等 適⽤図書等の修正
「道路構造令の解説と運⽤」が令和３年３⽉に発⾏
「道路の移動等円滑化に関するガイドライン」が令
和４年６⽉に改訂

53/55
参考−⑧

3
道路

9
道路維持・修

繕
2 適⽤基準等 適⽤図書等の修正 最新版へ更新 54/55

3
道路

10
道路付属設備
の計画・設計

要領

1 その他 適⽤図書等の修正 最新版へ更新 55/55

㉗

㉘

㉙

㉚
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記載の変更

積算上の注意事項
1／55

改　正　理　由 ページ数が変更になったため
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の変更

  【機密性２情報】 

発出元 → 発出先 作成日_作成担当課_用途_保存期間  

第 2 章 道 路 土 工 3－2－  1 

第 1節 道路土工の構成 3－2－  1 

第 2 節 掘削（切土）   3－2－  4 

  第 3 節 盛  土 3－2－ 14 

  第 4 節 法面工・斜面安定工 3－2－ 22 

  第 5 節 擁 壁 工 3－2－ 37 

  第 6 節 ボックスカルバート 3－2－ 55 

  第 7 節 排 水 工 3－2－ 71 

  第 8 節 落石防止工 3－2－108 

  第 9 節 遮音壁工 3－2－113 

  第 10 節 その他 3－2－121 

【機密性２情報】 

発出元 → 発出先 作成日_作成担当課_用途_保存期間 

  第 4 節 樋門設計の基本 2－2－  6 

  第 5 節 基本的な構造 2－2－ 10 

  第 6 節 安全性能の照査等 2－2－ 17 

  第 7 節 各部位の設計等 2－2－ 34 

  第 8 節 樋門構造に関するその他の事項 2－2－ 56 

 第 9節 上屋の設置 2－2－ 57 

 第 10 節 照明等の設置 2－2－ 57 

    第 11 節 監視装置等の設置 2－2－ 57 

第 3 章 水 門 2－3－  1 

  第 1 節 総 説 2－3－  1 

  第 2 節 機 能 2－3－  2 

  第 3 節 設計の基本 2－3－  3

    第 4 節 基本的な構造 2－3－  7 

    第 5 節 安全性能の照査等 2－3－ 16 

    第 6 節 各部位の設計等 2－3－ 32 

    第 7 節 水門構造に関するその他事項 2－3－ 48 

第 4 章 規則・通達・通知等 2－4－  1 

  第 1 節 設計基準等 2－4－  1 

  第 2 節 そ の 他 2－4－  4 

第 3編 道 路 編

第 1 章 道路設計一般 3－1－  1 

  第 1 節 道路設計一般 3－1－  1 

  第 2 節 幾何構造 3－1－ 14 

  第 3 節 暫定計画 3－1－ 36 

  第 4 節 道路基準杭 3－1－ 39 

  第 5 節 用地境界の設計 3－1－ 40 

第 2 章 道 路 土 工 3－2－  1 

第 1節 道路土工の構成 3－2－  1 

第 2節 掘削（切土） 3－2－  4 

  第 3 節 盛  土 3－2－ 14 

  第 4 節 法面工・斜面安定工 3－2－ 22 

  第 5 節 擁 壁 工 3－2－ 37 

  第 6 節 ボックスカルバート 3－2－ 55 

  第 7 節 排 水 工 3－2－ 71 

  第 8 節 落石防止工 3－2－108 

  第 9 節 遮音壁工 3－2－112 

  第 10 節 その他 3－2－120 

第 3 章 舗 装 3－3－  1 

現行通り

現行通り
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.

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の変更

記載の変更

積算上の注意事項
2／55

改　正　理　由 ページ数が変更になったため
改　　正

現　　行

     【機密性２情報】  
発出元 → 発出先  作成日_作成担当課_用途_保存期間  

第 4 章 道路付属施設 3－4－  1 

  第 1 節 防護柵工 3－4－  1 

  第 2 節 標 識 工 3－4－ 12 

  第 3 節 道路付属施設工 3－4－ 44 

     【機密性２情報】  
発出元 → 発出先  作成日_作成担当課_用途_保存期間  

  第 1 節 適 用 3－3－  1 

  第 2 節 設計の考え方 3－3－  2 

  第 3 節 設計条件の設定 3－3－ 11 

  第 4 節 路面設計 3－3－ 23 

  第 5 節 路床の設計 3－3－ 25 

  第 6 節 アスファルト舗装の構造設計 3－3－ 35 

  第 7 節 コンクリート舗装の構造設計 3－3－ 50 

  第 8 節 各種の舗装の構造設計 3－3－ 72 

  第 9 節 道路橋床版防水工 3－3－ 89 

  第 10 節 参考資料 3－3－ 99 

   10－1 「「道路舗装の長期保証」実施要領（案）」 3－3－ 99 

   10－2 「コンクリート舗装活用マニュアル（案）」 3－3－126 

   10－3 「石炭灰を使った軟弱地盤固化処理 設計マニュアル」 3－3－149 

 

第 4 章 道路付属施設 3－4－  1 

  第 1 節 防護柵工 3－4－  1 

  第 2 節 標 識 工 3－4－ 12 

  第 3 節 道路付属施設工 3－4－ 33 

 

第 5 章 橋 梁                                    3－5－  1 

   第 1 節 橋梁一般 3－5－  1 

  第 2 節 設計一般 3－5－ 15 

 第 3節 下部工 3－5－123 

  第 4 節 鋼橋 3－5－155 

  第 5 節 PC 橋 3－5－189 

  第 6 節 諸構造 3－5－237 

  第 7 節 耐震設計 3－5－260 

  第 8節 参考資料 3－5－291 

 

第 6 章 ト ン ネ ル 3－6－  1 

  第 1 節 総則 3－6－  1 

  第 2 節 計画 3－6－  1 

 第 3節 調査 3－6－ 10 

  第 4 節 設計（ＮＡＴＭ） 3－6－ 18 

  第 5 節 坑口部の設計 3－6－ 45 

  第 6 節 防排水工の設計 3－6－ 54 

  第 7 節 参考資料 3－6－ 58 

   7－1 「トンネル工事における長期保証 

制度要領（試行）について 3－6－ 58 

   7－2 「トンネル工事における長期保証 

制度要領（試行）の運用について 3－6－ 60 

 

第 7 章 立体横断施設 3－7－  1 

  第 1 節 適用基準等 3－7－  1 

  第 2 節 立体横断施設整備構造基準 3－7－  1 

現行通り

現行通り
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.

1－1－11

積算上の注意事項
3／55

改　正　理　由 各示方書が改定されているため
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の変更

第２節 設計数量 

数量の計算方法等については、中国地方整備局監修の「土木工事数量算出要領

（案）」による。 

 

第３節 適用示方書・指針等 

現在での適用示方書・指針等については、種類が非常に多いので、これ等を各部

門別に分類し、その中で関連のある設計図書を抜粋すれば次表のとおりである。な

お、これ等の運用にあたっては、それぞれの目的に合致する設計図書を選定しなけ

ればならない。また、次表には記載されていない労働関係法規・河川・道路各関係

法規等についても遵守しなければならない。 

 ３－１　共　通

番号 名　　　　　　称 発　行　所　名 発行年月

1 建設省土木構造物標準設計 全日本建設技術協会 最　新　版

2 災害復旧工事の設計要領（年度版） 全国防災協会 最　新　版

3 土木工事安全施工技術指針 国土交通省大臣官房技術調査課 Ｒ４．２

4 土木製図基準　 土木学会 Ｈ２１．２

5 コンクリート標準示方書（設計編） 〃 Ｈ３０．３

6 〃　　　　（施工編） 〃 Ｈ３０．３

7 〃　　　　（ダムコンクリート編） 〃 Ｈ３０．１０

8 〃　　　　（維持管理編） 〃 Ｈ３０．１０

9 〃　　　　（規準編） 〃 Ｈ３０．１０

10 グラウンドアンカー設計･施工基準同解説 地盤工学会 Ｈ２４．５

11 矢板基礎の設計と施工指針 矢板式基礎研究委員会 Ｓ４７．１

12 鋼矢板施工指針 日本港湾協会 Ｓ４４．６

13 土木工事共通仕様書（及び別添） 国土交通省中国地方整備局 最　新　版

14 建設物価 建設物価調査会 〃

15 積算資料 経済調査会 〃

16 日本建設機械要覧 日本建設機械施工協会 〃

17 ＪＩＳ（日本工業規格） 日本規格協会 〃

18
建設工事に伴う騒音振動対策
ハンドブック(第3版)

日本建設機械化協会 Ｈ１３．２

19 日本鋳鉄管協会規格 日本ダクタイル鉄管協会 ―

20 日本水道協会規格 日本水道協会 ―

21 鉄塔構造計算基準・同解説 日本建築学会 Ｓ４１年版

22 建築基礎構造設計指針 〃 Ｈ３１．１１

23 土木施工管理関係法規集　１～３ 新日本法規出版㈱ 最　新　版

24 鋼構造設計規準 日本建築学会 Ｈ１７．９

25 高力ボルト接合設計施工ガイドブック 〃 Ｈ２８．５

26 鉄鋼スラグ路盤設計施工指針 土木研究センター Ｈ２７．３

27
地盤材料試験の方法と解説（第一
回改訂版）　－二分冊の１・２－

地盤工学会 Ｒ２．１２

28
製鋼スラグを用いたアスファルト
舗装設計施工指針（昭和57年版） 鉄鋼スラグ協会 Ｓ５７．７

29 鋼構造架設設計施工指針(2012年
版)

土木学会 Ｈ２４．５

プレストレストコンクリート

工法設計施工指針

31 鉄筋定着・継手指針 〃 Ｒ２．３

32
鋼繊維補強コンクリート設計施工
指針案

〃 Ｓ５８．３

Ｈ３．４〃30

 ３－１　共　通

番号 名　　　　　　称 発　行　所　名 発行年月

1 建設省土木構造物標準設計 全日本建設技術協会 最　新　版

2 災害復旧工事の設計要領（年度版） 全国防災協会 最　新　版

3 土木工事安全施工技術指針 全日本建設技術協会 Ｈ２９．３

4 土木製図基準　 土木学会 Ｈ２１．２

5 コンクリート標準示方書（設計編） 〃 Ｈ２５．３

6 〃　　　　（施工編） 〃 Ｈ２５．３

7 〃　　　　（ダムコンクリート編） 〃 Ｈ２５．１０

8 〃　　　　（維持管理編） 〃 Ｈ２５．１０

9 〃　　　　（規準編） 〃 Ｈ２５．１１

10 グラウンドアンカー設計･施工基準同解説 地盤工学会 Ｈ２４．５

11 矢板基礎の設計と施工指針 矢板式基礎研究委員会 Ｓ４７．１

12 鋼矢板施工指針 日本港湾協会 Ｓ４４．６

13 土木工事共通仕様書（及び別添） 国土交通省中国地方整備局 最　新　版

14 建設物価 建設物価調査会 〃

15 積算資料 経済調査会 〃

16 日本建設機械要覧 日本建設機械施工協会 〃

17 ＪＩＳ（日本工業規格） 日本規格協会 〃

18
建設工事に伴う騒音振動対策
ハンドブック(第3版)

日本建設機械化協会 Ｈ１３．２

19 日本鋳鉄管協会規格 日本ダクタイル鉄管協会 ―

20 日本水道協会規格 日本水道協会 ―

21 鉄塔構造計算基準・同解説 日本建築学会 Ｓ４１年版

22 建築基礎構造設計指針 〃 Ｈ１３．１０

23 土木施工管理関係法規集　１～３ 新日本法規出版㈱ 最　新　版

24 鋼構造設計規準 日本建築学会 Ｈ１７．９

25 高力ボルト接合設計施工ガイドブック 〃 Ｈ２８．５

26 鉄鋼スラグ路盤設計施工指針 土木研究センター Ｈ２７．３

27
地盤材料試験の方法と解説
　　　　－二分冊の１・２－

地盤工学会 Ｈ２１．１１

28
製鋼スラグを用いたアスファルト舗装
設計施工指針（昭和57年版） 鉄鋼スラグ協会 Ｓ５７．７

29 鋼構造架設設計施工指針(2012年版) 土木学会 Ｈ２４．５

プレストレストコンクリート

工法設計施工指針

31 鉄筋定着・継手指針 〃 Ｈ１９．８

32
鋼繊維補強コンクリート設計施工指針
案

〃 Ｓ５８．３

Ｈ３．４〃30

現行通り
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.

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の変更

1－1－12

積算上の注意事項
4／55

改　正　理　由 各示方書が改定されているため
改　　正

現　　行

 番号 名　　　　　　称 発　行　所　名 発行年月

国土交通省大臣官房技術調査課

土地・建設産業局 建設業課

34 薬液注入工法の設計・施工指針 日本グラウト協会 Ｈ元年．６

薬液注入工法による建設工事に

関する暫定指針

36 建設発生土利用技術マニュアル 土木研究センター Ｈ２５．１２

建設副産物適正処理推進要綱の 建設副産物リサイクル

解説 広報推進会議

38 仮設計画ガイドブック(I)(Ⅱ) 全日本建設技術協会 Ｈ２３．３

39
機械式鉄筋定着工法の配筋設計ガ
イドライン

機械式鉄筋定着工法技
術検討委員会

Ｈ２８．７

40
流動性を高めた現場打ちコンク
リートの活用に関するガイドライ
ン

流動性を高めたコンク
リートの活用検討委員
会

Ｈ２９．３

41
現場打ちコンクリート構造物に適用す
る機械式鉄筋継手工法ガイドライン

機械式鉄筋継手工法技
術検討委員会

Ｈ２９．３

42

コンクリート橋のプレキャスト化
ガイドライン

橋梁等のプレキャスト
化及び標準化による生
産性向上検討委員会

Ｈ３０．６

建設工事公衆災害防止対策要綱の解説 Ｒ元.９

37 Ｈ１４．１１

35 建設省 Ｓ４９．７

33

 ３－２　河川関係

番号 名　　　　　　称 発　行　所　名 発行年月

国土交通省河川砂防技術

基準同解説計画編

河川砂防技術基準　調査編

改訂新版　建設省河川砂防技術

基準（案）同解説設計編Ｉ・Ⅱ

河川砂防技術基準

維持管理編（河川編） Ｒ３．１０

維持管理編（ダム編） Ｈ２８．３

維持管理編（砂防編） Ｈ２８．３

5 港湾の施設の技術上の基準・同解説 日 本 港 湾 協 会 Ｈ３０．５

6 港湾要覧 〃 Ｓ５５．９

海岸保全施設の技術上の基準

・同解説

8 海洋鋼構造物設計指針（案）解説 土 木 学 会 Ｓ４８．８

海洋コンクリート構造物設計施工

指針（案）

10 ダム設計基準 日 本 大 ダ ム 会 議 Ｓ５３．８

11 河川改修事業関係例規集 日 本 河 川 協 会 毎年発行

12 海岸関係法令例規集 全 国 海 岸 協 会 〃

ジャケット式鋼製護岸

設計指針（案）

ダム基礎岩盤グラウチングの

施工指針

15 海岸保全施設の技術上の基準 国 交 省 ・ 農 林 省 Ｈ２６．１２

16 仮締切堤設置基準（案）
国土交通省水管理・国
土 保 全 局

Ｈ２６．１２

17 堤防余盛基準 〃 Ｓ４４．１

18 ダム基礎地質調査基準 日 本 大 ダ ム 会 議 Ｓ５１．４

19 ダム構造物管理基準 〃 Ｓ６１．５

20 解説　河川管理施設等構造令 日 本 河 川 協 会 Ｈ１２．１

改訂版　砂防設計公式集

（マニュアル）

1
国土交通省水管理・国
土 保 全 局

Ｒ４．６

2
国土交通省水管理・国
土 保 全 局

Ｒ４．６

3 日 本 河 川 協 会 Ｈ９．１０

4
国土交通省水管理・国
土 保 全 局

7 全 国 海 岸 協 会 Ｈ３０．９

9 〃 Ｓ５１．１２

13 日 本 港 湾 協 会 Ｓ５２．３

14 土 木 学 会 Ｓ４７．６

21 全 国 治 水 砂 防 協 会 Ｓ６１．５

番号 名　　　　　　称 発　行　所　名 発行年月

33
建設工事公衆災害防止対策要綱の解説 国土開発技術研究セン

ター Ｈ５．２

34 薬液注入工法の設計・施工指針 日本薬液注入協会 元年．６

薬液注入工法による建設工事に

関する暫定指針

36 建設発生土利用技術マニュアル 土木研究センター Ｈ２５．１２

建設副産物適正処理推進要綱の 建設副産物リサイクル

解説 広報推進会議

38 仮設計画ガイドブック(I)(Ⅱ) 全日本建設技術協会 Ｈ２３．３

39
機械式鉄筋定着工法の配筋設計ガイド
ライン

機械式鉄筋定着工法技術
検討委員会

Ｈ２８．７

40

流動性を高めた現場打ちコンクリート
の活用に関するガイドライン

流動性を高めたコンク
リートの活用検討委員会

Ｈ２９．３

41

現場打ちコンクリート構造物に適用す
る機械式鉄筋継手工法ガイドライン

機械式鉄筋継手工法技術
検討委員会

Ｈ２９．３

42

コンクリート橋のプレキャスト化ガイ
ドライン

橋梁等のプレキャスト化
及び標準化による生産性
向上検討委員会

Ｈ３０．６

37 Ｈ１４．１１

35 建設省 Ｓ４９．７

 ３－２　河川関係

番号 名　　　　　　称 発　行　所　名 発行年月

国土交通省河川砂防技術

基準同解説計画編

河川砂防技術基準　調査編

改訂新版　建設省河川砂防技術

基準（案）同解説設計編Ｉ・Ⅱ

河川砂防技術基準

維持管理編（河川編） Ｈ２７．３

維持管理編（ダム編） Ｈ２８．３

維持管理編（砂防編） Ｈ２８．３

5 港湾の施設の技術上の基準・同解説 日 本 港 湾 協 会 Ｈ１９．９

6 港湾要覧 〃 Ｓ５５．９

海岸保全施設の技術上の基準

・同解説

8 海洋鋼構造物設計指針（案）解説 土 木 学 会 Ｓ４８．８

海洋コンクリート構造物設計施工

指針（案）

10 ダム設計基準 日 本 大 ダ ム 会 議 Ｓ５３．８

11 河川改修事業関係例規集 日 本 河 川 協 会 毎年発行

12 海岸関係法令例規集 全 国 海 岸 協 会 〃

ジャケット式鋼製護岸

設計指針（案）

ダム基礎岩盤グラウチングの

施工指針

15 海岸保全施設の技術上の基準 国 交 省 ・ 農 林 省 Ｈ２６．１２

16 仮締切堤設置基準（案）
国土交通省水管理・国土
保 全 局

Ｈ２６．１２

17 堤防余盛基準 〃 Ｓ４４．１

18 ダム基礎地質調査基準 日 本 大 ダ ム 会 議 Ｓ５１．４

19 ダム構造物管理基準 〃 Ｓ６１．５

20 解説　河川管理施設等構造令 日 本 河 川 協 会 Ｈ１２．１

改訂版　砂防設計公式集

（マニュアル）

Ｈ１７．１１
国土交通省水管理・国土
保 全 局

1

7 全 国 海 岸 協 会 Ｈ１６．６

3

Ｈ２６．４
国土交通省水管理・国土
保 全 局

2

国土交通省水管理・国土
保 全 局

4

21 全 国 治 水 砂 防 協 会 Ｓ６１．５

9 〃 Ｓ５１．１２

Ｓ４７．６

Ｓ５２．３13 日 本 港 湾 協 会

14 土 木 学 会

日 本 河 川 協 会 Ｈ９．１０

7
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1－1－1３

積算上の注意事項
5／55

改　正　理　由 各示方書が改定されているため
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の変更

 番号 名　　　　　　称 発 行 所 名 発行年月

22 発電用水力設備に関する技術基準 経 済 産 業 省 Ｈ２１．３

23 砂防関係法令例規集 全 国 治 水 砂 防 協 会 毎年発行

河川区域内における樹木の

伐採・植樹基準

国 土 技 術 研 究

セ ン タ ー

27 増補改訂 流域貯留施設等技術指針（案） 雨水貯留浸透技術協会 Ｈ１９．４

28 河川土工マニュアル 国土開発技術研究センター Ｈ２１．４

水中不分離性コンクリート

設計施工指針（案）

30 海岸保全計画の手引き 全 国 海 岸 協 会 Ｈ６．３

31 人工リーフの設計の手引き 〃 Ｈ２９．６

32 緩傾斜堤の設計の手引き 〃 Ｈ１８．１

33 離岸堤設計の手引き 建 設 省 河 川 局 Ｓ６１．３

34 人工海浜の設計指針（案） 建 設 省 Ｈ５．２

35 ＭＭＺ計画策定の手引き（案） 建 設 省 土 木 研 究 所 Ｈ４．３

36 実務者のための海岸工学 全 国 海 岸 協 会 Ｈ２．１２

37 現場のための海岸Ｑ＆Ａ選集 全 国 海 岸 協 会 Ｈ６．６

38 新斜面崩壊防止工事の設計と実例 全 国 治 水 砂 防 協 会 Ｒ元．５

ＰＣフレーム工法設計

・施工の手引き

40 地すべり鋼管杭設計要領 斜面防災対策技術協会 Ｈ２８．３

41 地すべり対策技術設計実施要領 〃 Ｈ１９．１２

42 土石流・流木対策設計技術指針解説 国土技術政策総合研究所 Ｈ１９．３

43 鋼製砂防構造物設計便覧 砂 防 地 す べ り 技術 セン
タ ー

Ｒ３．１０

44 水理公式集 土 木 学 会 Ｈ３１．３

45 砂防ｿｲﾙｾﾒﾝﾄ設計・施工便覧 砂 防 地 す べ り 技術 セン
タ ー

Ｈ２８．１２

46 林道規程－運用と解説－ 日 本 林 道 協 会 Ｒ３．１２

47 保安林解除の手引 日 本 治 山 治 水 協 会 毎年発行

土地改良事業計画設計基準

（設計農道）

土地改良事業標準設計

第７編　農道

治山技術基準・解説

（総則・山地治山編）

51 砂防流路工の計画と実際 全日本建設技術協会 Ｓ５２．８

52 砂防地すべり設計事例 山 海 堂 Ｓ１１．４

53 ダム・堰施設技術基準（案） ダム・堰施設技術協会 Ｈ２８．３

54 ダム・堰施設検査要領（案） 〃 Ｈ２２．１

55 グラウチング技術指針 国 土 交 通 省 Ｈ１５．４

河川管理技術研究会

国土開発技術研究センター

24 改訂 ダム貯水池水質調査要領
国土交通省水管理・国
土 保 全 局

Ｈ２７．３

25 河 川 局 治 水 課 Ｈ１０．６

26 グラウチング技術指針・同解説 Ｈ１５．７

29 土 木 学 会 Ｈ３．５

39 Ｐ Ｃ フ レ ー ム 協 会 Ｈ２４．９

48 農 林 水 産 省 Ｈ１７．３

49 〃 Ｈ３．３

50 林 野 庁 Ｒ２．５

56 〔解説〕工作物設置許可基準 Ｈ１０．１１

 番号 名　　　　　　称 発 行 所 名 発行年月

22 発電用水力設備に関する技術基準 経 済 産 業 省 Ｈ２１．３

23 砂防関係法令例規集 全 国 治 水 砂 防 協 会 毎年発行

河川区域内における樹木の

伐採・植樹基準

国 土 技 術 研 究

セ ン タ ー

27 増補 流域貯留施設等技術指針（案） 雨水貯留浸透技術協会 Ｈ１９．４

28 河川土工マニュアル 国土開発技術研究センター Ｈ２１．４

水中不分離性コンクリート

設計施工指針（案）

30 海岸保全計画の手引き 全 国 海 岸 協 会 Ｈ６．３

31 人工リーフの設計の手引き 〃 Ｈ２９．６

32 緩傾斜堤の設計の手引き 〃 Ｈ１８．１

33 離岸堤設計の手引き 建 設 省 河 川 局 Ｓ６１．３

34 人工海浜の設計指針（案） 建 設 省 Ｈ５．２

35 ＭＭＺ計画策定の手引き（案） 建 設 省 土 木 研 究 所 Ｈ４．３

36 実務者のための海岸工学 山 海 堂 Ｈ２．１２

37 現場のための海岸Ｑ＆Ａ選集 全 国 海 岸 協 会 Ｈ６．６

38 新斜面崩壊防止工事の設計と実例 全 国 治 水 砂 防 協 会 Ｈ１９．９

ＰＣフレーム工法設計

・施工の手引き

40 地すべり鋼管杭設計要領 斜面防災対策技術協会 Ｈ１５．６

41 地すべり対策技術設計実施要領 〃 Ｈ１９．１２

42 土石流・流木対策設計技術指針解説 国土技術政策総合研究所 Ｈ１９．３

43 鋼製砂防構造物設計便覧 砂防地すべり技術センター Ｈ２１．９

44 水理公式集 土 木 学 会 Ｈ１１．１１

45 砂防ｿｲﾙｾﾒﾝﾄ設計・施工便覧 砂防地すべり技術センター Ｈ２８．１２

46 林道規定－運用と解説－ 日 本 林 道 協 会 Ｈ２３．８

47 保安林解除の手引 日 本 治 山 治 水 協 会 毎年発行

土地改良事業計画設計基準

（設計農道）

土地改良事業標準設計

第７編　農道

治山技術基準・解説

（総則・山地治山編）

51 砂防流路工の計画と実際 全 日 本 建 設 技 術 協 会 Ｓ５２．８

52 砂防地すべり設計事例 山 海 堂 Ｓ１１．４

53 ダム・堰施設技術基準（案） ダム・堰施設技術協会 Ｈ２８．３

54 ダム・堰施設検査要領（案） 〃 Ｈ２２．１

55 グラウチング技術指針 国 土 交 通 省 Ｈ１５．４

河 川 管 理 技 術 研 究 会

国土開発技術研究センター

24 改訂 ダム貯水池水質調査要領 Ｈ２７．３

26 グラウチング技術指針・同解説 Ｈ１５．７

25 河 川 局 治 水 課 Ｈ１０．６

国土交通省水管理・国土
保 全 局

29 土 木 学 会 Ｈ３．５

39 Ｐ Ｃ フ レ ー ム 協 会 Ｈ２４．９

48 農 林 水 産 省 Ｈ１７．３

49 〃 Ｈ３．３

50 日 本 治 山 治 水 協 会 Ｈ２１．１０

56 〔解説〕工作物設置許可基準 Ｈ１０．１１
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. .

.

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の変更

1－1－1４

積算上の注意事項
6／55

改　正　理　由 各示方書が改定されているため
改　　正

現　　行

 番号 名　　　　　　称 発　行　所　名 発行年月

57 河川堤防設計指針 河 川 局 治 水 課 Ｈ１９．３

58 河川堤防の構造検討の手引き 国土技術研究センター Ｈ２４．２

59 護岸の力学設計法 国土技術研究センター Ｈ１９．１１

土木構造物設計マニュアル(案)

－樋門編－

61 柔構造樋門設計の手引き 国土開発技術研究センター Ｈ１０．１２

62 透過型砂防堰堤技術指針(案) 建設省砂防部砂防課 Ｈ１３．１

水管理・国土保全局

治 水 課

水管理・国土保全局

治 水 課

水管理・国土保全局

治 水 課

水管理・国土保全局

治 水 課

水管理・国土保全局

治 水 課

60 国 土 交 通 省 Ｈ１３．１２

63 河川構造物の耐震性能照査指針 Ｈ２８．３

64 河川構造物の耐震性能照査指針・解説
Ｈ２４．２

（Ｒ２．６一部追
記）

67 ドレーン工設計マニュアル Ｈ２５．６

65 河川堤防の耐震点検マニュアル Ｈ２８．３

66
河川堤防の耐震対策マニュアル
（暫定版）

Ｈ２４．２

 ３－３　道路関係

番号 名　　　　　　称 発　行　所　名 発行年月

1 クロソイドポケットブック 日 本 道 路 協 会 Ｓ４９．８

2
道路の移動等円滑化に関するガイ
ドライン

国 土 交 通 省 道 路 局 Ｒ４．６

3
道路技術基準通達
－基準の変遷と通達－

国 土 交 通 省 道 路 局 Ｈ１４．３

4 道路構造令の解説と運用 日 本 道 路 協 会 Ｒ３．３

5 道路の交通容量 〃 Ｓ５９．９

6 道路土工要綱 〃 Ｈ２１．６

7 道路土工－仮設構造物工指針 〃 Ｈ１１．３

8 道路土工－カルバート工指針 〃 Ｈ２２．３

9 道路土工－切土工・斜面安定工指針 〃 Ｈ２１．６

10 道路土工－軟弱地盤対策工指針 〃 Ｈ２４．８

11 道路土工－盛土工指針 〃 Ｈ２２．４

12 道路土工－擁壁工指針 〃 Ｈ２４．７

13 盛土の調査・設計から施工まで 地 盤 工 学 会 Ｈ２２．７

アスファルト混合所便覧

（平成８年版）

アスファルト舗装工事共通仕様書

解説

インターロッキングブロック インターロッキング

舗装維持・修繕マニュアル ブロック舗装技術協会

インターロッキングブロック インターロッキング

舗装簡易マニュアル ブロック舗装技術協会

インターロッキングブロック インターロッキング

舗装設計施工要領 ブロック舗装技術協会

14 日 本 道 路 協 会 Ｈ８．１０

15 〃 Ｒ元．５

16 Ｈ２９．４

17 Ｈ２１．１

18 Ｈ２９．３

 番号 名　　　　　　称 発　行　所　名 発行年月

57 河川堤防設計指針 河 川 局 治 水 課 Ｈ１９．３

58 河川堤防の構造検討の手引き 国土技術研究センター Ｈ２４．２

59 護岸の力学設計法 国土技術研究センター Ｈ１９．１１

土木構造物設計マニュアル(案)

－樋門編－

61 柔構造樋門設計の手引き 国土開発技術研究センター Ｈ１０．１２

62 透過型砂防堰堤技術指針(案) 建 設 省 砂 防 部 砂 防 課 Ｈ１３．１

水 管 理 ・ 国 土 保 全 局

治 水 課

水 管 理 ・ 国 土 保 全 局

治 水 課

水 管 理 ・ 国 土 保 全 局

治 水 課

水 管 理 ・ 国 土 保 全 局

治 水 課

水 管 理 ・ 国 土 保 全 局

治 水 課

Ｈ１３．１２

63 河川構造物の耐震性能照査指針 Ｈ２８．３

67 ドレーン工設計マニュアル Ｈ２５．６

64 河川構造物の耐震性能照査指針・解説 Ｈ２４．２

65 河川堤防の耐震点検マニュアル

66
河川堤防の耐震対策マニュアル（暫定
版）

Ｈ２４．２

Ｈ２８．３

60 国 土 交 通 省

 ３－３　道路関係

番号 名　　　　　　称 発　行　所　名 発行年月

1 クロソイドポケットブック 日 本 道 路 協 会 Ｓ４９．８

2
増補改訂版 道路の移動等円滑化整備
ガイドライン

国土技術研究センタ－ Ｈ２３．８

3
道路技術基準通達
－基準の変遷と通達－

国 土 交 通 省 道 路 局 Ｈ１４．３

4 道路構造令の解説と運用 日 本 道 路 協 会 Ｈ２７．６

5 道路の交通容量 〃 Ｓ５９．９

6 道路土工要綱 〃 Ｈ２１．６

7 道路土工－仮設構造物工指針 〃 Ｈ１１．３

8 道路土工－カルバート工指針 〃 Ｈ２２．３

9 道路土工－切土工・斜面安定工指針 〃 Ｈ２１．６

10 道路土工－軟弱地盤対策工指針 〃 Ｈ２４．８

11 道路土工－盛土工指針 〃 Ｈ２２．４

12 道路土工－擁壁工指針 〃 Ｈ２４．７

13 盛土の調査・設計から施工まで 地 盤 工 学 会 Ｈ２．７

アスファルト混合所便覧

（平成８年版）

アスファルト舗装工事共通仕様書

解説

インターロッキングブロック イ ン タ ー ロ ッ キ ン グ

舗装維持・修繕マニュアル ブロック舗装技術協会

インターロッキングブロック イ ン タ ー ロ ッ キ ン グ

舗装簡易マニュアル ブロック舗装技術協会

インターロッキングブロック イ ン タ ー ロ ッ キ ン グ

舗装設計施工要領 ブロック舗装技術協会

15 〃 Ｈ４．１２

16 Ｈ２９．４

17 Ｈ２１．１

18 Ｈ２９．３

Ｈ８．１０14 日 本 道 路 協 会
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. .

.

1－1－1５

積算上の注意事項
7／55

改　正　理　由 各示方書が改定されているため
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の変更

 番号 名称 発行所名 発行年月

コンクリート舗装に関する

技術資料

20 耐流動アスファルト混合物 〃 Ｈ９．１

21 舗装性能評価法 〃 Ｈ２５．４

22 舗装再生便覧 〃 Ｈ２２．１１

23 舗装施工便覧 〃 〃

24 舗装設計施工指針 〃 Ｈ１８．２

25 舗装設計便覧 〃 Ｈ１８．２

26 舗装調査・試験法便覧 〃 Ｈ３１．３

舗装の構造に関する技術基準・

同解説

28
既設道路橋の耐震補強に関する参
考資料

日 本 道 路 協 会 Ｈ９．９

29 近接基礎設計施工要領（案） 建 設 省 土 木 研 究 所 Ｓ５８．６

30 杭基礎設計便覧 日 本 道 路 協 会 Ｒ２．９

31 鋼管矢板基礎設計施工便覧 〃 Ｈ９．１２

32 鋼橋の疲労 〃 Ｈ９．５

33 鋼道路橋施工便覧 〃 Ｒ２．９

34 鋼道路橋設計便覧 〃 Ｒ２．９

35 鋼道路橋防食便覧 〃 Ｈ２６．３

36 鋼道路橋の細部構造に関する資料集 〃 Ｈ３．７

37 鋼道路橋疲労設計便覧 〃 Ｒ２．１０

38 高力ボルトに関する要領・規格集 〃 Ｓ５９．９

39 コンクリート道路橋設計便覧 〃 Ｒ２．９

40 コンクリート道路橋施工便覧 〃 Ｒ２．９

41 小規模吊橋指針・同解説 〃 Ｓ５９．４

42 耐震設計に関する参考資料 〃 Ｈ２７．３

43 道路橋支承便覧（改訂版） 〃 Ｈ３０．１２

道路橋示方書・同解説

（Ｉ共通編 Ⅱ鋼橋・鋼部材編）

道路橋示方書・同解説

（Ｉ共通編 Ⅲコンクリート橋・コンクリート部材編）

道路橋示方書・同解説

（Ｉ共通編 Ⅳ下部構造編）

道路橋示方書・同解説

（Ⅴ耐震設計編）

48 道路橋補修・補強事例集 〃 Ｈ２４．３

49 道路橋補修便覧 〃 Ｓ５４．２

50 道路震災対策便覧（震前対策編） 〃 Ｈ１８．９

51 〃　　　（震災復旧編） 〃 Ｈ１９．３

19 日 本 道 路 協 会 Ｈ２１．８

27 〃 Ｈ１３．９

44 〃 Ｈ２９．１１

45 〃 〃

46 〃 〃

47 〃 〃

 番号 名称 発行所名 発行年月

コンクリート舗装に関する

技術資料

20 耐流動アスファルト混合物 〃 Ｈ９．１

21 舗装性能評価法 〃 Ｈ２５．４

22 舗装再生便覧 〃 Ｈ２２．１１

23 舗装施工便覧 〃 〃

24 舗装設計施工指針 〃 Ｈ１８．２

25 舗装設計便覧 〃 Ｈ１８．２

26 舗装調査・試験法便覧 〃 Ｈ１９．６

舗装の構造に関する技術基準・

同解説

28
既設道路橋の耐震補強に関する参考資
料

日 本 道 路 協 会 Ｈ９．９

29 近接基礎設計施工要領（案） 建 設 省 土 木 研 究 所 Ｓ５８．６

30 杭基礎設計便覧 日 本 道 路 協 会 Ｈ２７．３

31 鋼管矢板基礎設計施工便覧 〃 Ｈ９．１２

32 鋼橋の疲労 〃 Ｈ９．５

33 鋼道路橋施工便覧 〃 Ｈ２７．３

34 鋼道路橋設計便覧 〃 Ｓ５５．８

35 鋼道路橋防食便覧 〃 Ｈ２６．３

36 鋼道路橋の細部構造に関する資料集 〃 Ｈ３．７

37 鋼道路橋の疲労設計指針 〃 Ｈ１４．３

38 高力ボルトに関する要領・規格集 〃 Ｓ５９．９

39 コンクリート道路橋設計便覧 〃 Ｈ６．２

40 コンクリート道路橋施工便覧 〃 Ｈ１０．１

41 小規模吊橋指針・同解説 〃 Ｓ５９．４

42 耐震設計に関する参考資料 〃 Ｈ２７．３

43 道路橋支承便覧（改訂版） 〃 Ｈ２５．８

道路橋示方書・同解説

（Ｉ共通編 Ⅱ鋼橋・鋼部材編）

道路橋示方書・同解説

（Ｉ共通編 Ⅲコンクリート橋・コンクリート部材編）

道路橋示方書・同解説

（Ｉ共通編 Ⅳ下部構造編）

道路橋示方書・同解説

（Ⅴ耐震設計編）

48 道路橋補修・補強事例集 〃 Ｈ２４．３

49 道路橋補修便覧 〃 Ｓ５４．２

50 道路震災対策便覧（震前対策編） 〃 Ｈ１８．９

51 〃　　　（震災復旧編） 〃 Ｈ１９．３

〃

46

45 〃 〃

〃 〃

47 〃

44

27 〃 Ｈ１３．９

19

〃 Ｈ２９．１１

日 本 道 路 協 会 Ｈ２１．８
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. .

.

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の変更

1－1－1６

積算上の注意事項
8／55

改　正　理　由 各示方書が改定されているため
改　　正

現　　行

 番号 名称 発行所名 発行年月

52 〃　　　（震災危機管理編） 〃 Ｈ２３．２

53 道路橋床板防水便覧 〃 Ｈ１９．３

54 道路橋耐風設計便覧 〃 Ｈ２０．１

プレキャストブロック工法による

プレキャストコンクリートＴげた

道路橋設計・施工指針

国 土 開 発 技 術

研 究 セ ン タ ー

57 シールドトンネル設計・施工指針 日 本 道 路 協 会 Ｈ２１．２

59 道路トンネル安全施工技術指針 日 本 道 路 協 会 Ｈ８．１０

道路トンネル維持管理便覧

（本体工編） Ｈ２７．６

（付属施設編） Ｈ２８．１１

61 道路トンネル観察・計測指針 〃 Ｈ２１．２

道路トンネルにおける非常用施設

（警報装置）の標準仕様

道路トンネル非常用施設

設置基準・同解説

道路トンネル技術基準（換気編）

・同解説

道路トンネル技術基準（構造編）

・同解説

トンネル標準示方書

（開削工法編）・同解説

トンネル標準示方書

（山岳工法編）・同解説

トンネル標準示方書

（シールド工法編）・同解説

69 ロックボルト工法設計指針 高 速 道 路 調 査 会 Ｓ５０．３

グラウンドアンカー設計・

　　　　　　　　　施工基準、同解説

ジオテキスタイルを用いた

補強土の設計施工マニュアル

72
鉄筋コンクリート製プレキャストボッ
クスカルバート道路埋設指針

国土開発技術研究センター Ｈ３．７

73 道路附属物の基礎について 建設省道企発第５２号 Ｓ５０．７

74 のり枠工の設計・施工指針（改訂版） 全国特定法面保護協会 Ｈ２５．１０

補強土(テールアルメ)壁工法設計・

施工マニュアル

70 地盤工学会 Ｈ２４．５

67 〃

Ｈ１５．１１

58

土 木 学 会 Ｈ２８．８

55 〃 Ｈ４．１０

Ｈ２８．８

68 〃 Ｈ２８．８

66

71 土 木 研 究 セ ン タ － Ｈ２５．１２

56 プレビーム合成桁橋設計施工指針 Ｈ９．７

Ｈ１３．１０

建設業労働災害防止協会 Ｈ２４．３

62 建 設 省

ずい道工事等における換気技術指針
（設計及び粉じん等の測定）

Ｓ４３．１２

Ｈ２０．１０

75 土 木 研 究 セ ン タ ー Ｈ２６．８

65 〃

63 日 本 道 路 協 会

64 〃

60 〃

 番号 名称 発行所名 発行年月

52 〃　　　（震災危機管理編） 〃 Ｒ元．７

53 道路橋床板防水便覧 〃 Ｈ１９．３

54 道路橋耐風設計便覧 〃 Ｈ２０．１

プレキャストブロック工法による

プレキャストコンクリートＴげた

道路橋設計・施工指針

国 土 開 発 技 術

研 究 セ ン タ ー

57 シールドトンネル設計・施工指針 日 本 道 路 協 会 Ｈ２１．２

59 道路トンネル安全施工技術指針 日 本 道 路 協 会 Ｈ８．１０

道路トンネル維持管理便覧

（本体工編） Ｒ２．９

（付属施設編） Ｈ２８．１１

61 道路トンネル観察・計測指針 〃 Ｈ２１．２

道路トンネルにおける非常用施設

（警報装置）の標準仕様

道路トンネル非常用施設

設置基準・同解説

道路トンネル技術基準（換気編）

・同解説

道路トンネル技術基準（構造編）

・同解説

トンネル標準示方書

（開削工法編）・同解説

トンネル標準示方書

（山岳工法編）・同解説

トンネル標準示方書

（シールド工法編）・同解説

69 ロックボルト工法設計指針 高 速 道 路 調 査 会 Ｓ５０．３

グラウンドアンカー設計・

　　　　　　　施工基準、同解説

ジオテキスタイルを用いた

補強土の設計施工マニュアル

72
鉄筋コンクリート製プレキャスト
ボックスカルバート道路埋設指針

国 土 開 発 技 術 研究 セン
タ ー

Ｈ３．７

73 道路附属物の基礎について 建設省道企発第５２号 Ｓ５０．７

74
のり枠工の設計・施工指針（改訂
版）

全国特定法面保護協会 Ｈ２５．１０

補強土(テールアルメ)壁工法設計・

施工マニュアル

71 土 木 研 究 セ ン タ － Ｈ２５．１２

75 土 木 研 究 セ ン タ ー Ｈ２６．８

68 〃 Ｈ２８．８

70 地盤工学会 Ｈ２４．５

66 土 木 学 会 Ｈ２８．８

67 〃 Ｈ２８．８

64 〃 Ｈ２０．１０

65 〃 Ｈ１５．１１

62 建 設 省 Ｓ４３．１２

63 日 本 道 路 協 会 Ｒ元．９

58
ずい道建設工事等における換気技術指針
（換気技術の設計及び粉じん等の測定） 建設業労働災害防止協会 Ｒ４．４

60 〃

55 〃 Ｈ４．１０

56 プレビーム合成桁橋設計施工指針 Ｈ３０．８
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1－1－1７

積算上の注意事項
9／55

改　正　理　由 各示方書が改定されているため
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の変更

 番号 名称 発行所名 発行年月

ＰＣボックスカルバート

道路埋設指針

77 道路維持修繕要綱 日 本 道 路 協 会 Ｓ５３．７

78
道路環境保全のための道路用地の
取得及び管理に関する基準

建設省 都市局道路局 Ｓ４９．４

79 道路防雪便覧 日 本 道 路 協 会 Ｈ２．５

80
キャブシステム技術マニュアル
（案）解説

開 発 問 題 研 究 所 Ｈ５．８

81 共同溝設計指針 日 本 道 路 協 会 Ｓ６１．３

82 電線共同溝 道路保全技術センター Ｈ７．１１

プレキャストコンクリート

共同溝設計・施工要領（案）

84
景観に配慮した道路附属物等ガイ
ドライン

日 本 み ち 研 究 所 Ｈ２９．１１

85 自転車道等の設計基準解説 日 本 道 路 協 会 Ｓ４９．１０

視覚障害者誘導用ブロック

設置指針・同解説

87 視線誘導標設置基準・同解説 〃 Ｓ５９．１０

88 車両用防護柵標準仕様・同解説 〃 Ｈ１６．３

89 駐車場設計・施工指針同解説 〃 Ｈ４．１１

90 道路反射鏡設置指針 〃 Ｓ５５．１２

91 道路標識設置基準・同解説 〃 Ｒ２．６

92 道路標識ハンドブック 2012年版 全国道路標識・標示業協会 Ｈ２５．２

93
防護柵の設置基準・同解説／ボ
ラードの設置便覧

日 本 道 路 協 会 Ｒ３．３

94 立体横断施設技術基準・同解説 〃 Ｓ５４．１

95 路面標示設置マニュアル 交 通 工 学 研 究 会 Ｈ２４．１

96 道路緑化技術基準・同解説 日 本 道 路 協 会 Ｈ２８．３

97 落石対策便覧 〃 Ｈ２９．１２

86 〃 Ｓ６０．９

76
国 土 開 発 技 術 研究 セン
タ ー

Ｈ３．１０

83 〃 Ｈ６．３

 番号 名称 発行所名 発行年月

ＰＣボックスカルバート

道路埋設指針

77 道路維持修繕要綱 日 本 道 路 協 会 Ｓ５３．７

78
道路環境保全のための道路用地の取得
及び管理に関する基準

建設省 都市局道路局 Ｓ４９．４

79 道路防雪便覧 日 本 道 路 協 会 Ｈ２．５

80
キャブシステム技術マニュアル（案）
解説

開 発 問 題 研 究 所 Ｈ５．８

81 共同溝設計指針 日 本 道 路 協 会 Ｓ６１．３

82 電線共同溝 道路保全技術センター Ｈ７．１１

プレキャストコンクリート

共同溝設計・施工要領（案）

84
景観に配慮した防護柵の整備ガイドラ
イン

国土技術研究センター Ｈ１６．３

85 自転車道等の設計基準解説 日 本 道 路 協 会 Ｓ４９．１０

視覚障害者誘導用ブロック

設置指針・同解説

87 視線誘導標設置基準・同解説 〃 Ｓ５９．１０

88 車両用防護柵標準仕様・同解説 〃 Ｈ１６．３

89 駐車場設計・施工指針同解説 〃 Ｈ４．１１

90 道路反射鏡設置指針 〃 Ｓ５５．１２

91 道路標識設置基準・同解説 〃 Ｓ６２．１

92 道路標識ハンドブック 2012年版 全国道路標識・標示業協会 Ｈ２５．２

93 防護柵の設置基準・同解説 日 本 道 路 協 会 Ｈ２８．１２

94 立体横断施設技術基準・同解説 〃 Ｓ５４．１

95 路面標示設置マニュアル 交 通 工 学 研 究 会 Ｈ２４．１

96 道路緑化技術基準・同解説 日 本 道 路 協 会 Ｈ２８．３

97 落石対策便覧 〃 Ｈ２９．１２

86 〃 Ｓ６０．９

Ｈ３．１０76 国土開発技術研究センター

83 〃 Ｈ６．３
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記載の変更

1－1－21

積算上の注意事項
10／55

改　正　理　由 NETISのリンク先が更新されたため
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

■更なるプレキャスト構造物の比較検討の推進
令和２年度工期短縮期間分の貨幣価値化比較を導入したところであるが、労働人 
口減少を踏まえ、更なる現場作業の省力化を推進するため、設計段階における比較 
検討を適切に実施する。 
・橋梁予備設計においては、プレキャスト工法を設計する比較案として選定する。 
・その他のコンクリート構造物においては、比較案の選定にあたり、プレキャス 
ト工法も加え検討する。 

第５節 新技術について 
５－１ 新技術の検討 
  概略設計又は予備設計における比較案の提案、評価及び検討をする場合には、従来
技術に加えて、新技術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）等を利用し、有用な新技術・
新工法を積極的に活用するための検討を行うものとする。なお、従来技術の検討にお
いては、ＮＥＴＩＳ掲載期間終了技術についても、技術の優位性や活用状況を考慮し
て検討の対象に含めることとする。 

  また、詳細設計における工法等の選定においては、従来技術（ＮＥＴＩＳ掲載期間
終了技術を含む）に加えて、新技術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）等を利用し、有
用な新技術・新工法を積極的に活用するための検討を行い、調査職員と協議の上、採
用する工法等を決定した後に設計を行うものとする。 
 なお、民間事業者等により開発された有用な新技術の現場への導入を一層推進する
ため、テーマ設定型（技術公募）によりとりまとめた「技術比較表」を新技術の検討
においては積極的に活用すること。なお、テーマ設定型（技術公募）の技術比較表を
公表した技術テーマは表５－１のとおりである。 

  ※新技術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ） 
  https://www.netis.mlit.go.jp/netis/ 

  ※有用な新技術リスト一覧の検索方法について 
https://www.netis.mlit.go.jp/NETIS/Files/NetisRev/DownLoad/有用な新技術一
覧について.pdf 

  ※テーマ設定型（技術公募）による「技術比較表」 
  https://www.netis.mlit.go.jp/netis/pubtheme/themesettings 

特記仕様書記載例 

【機密性２情報】

発出元 → 発出先 作成日_作成担当課_用途_保存期間

※有用な新技術リスト一覧の検索方法について 

https://www.netis.mlit.go.jp/NETIS/Files/Other/83/有用な新技術リスト【221110 更新

版】.xlsx 

現行通り

現行通り
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改　正　理　由 技術テーマの追加があったため
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

1－1－22

積算上の注意事項
11／55

テーマの追加

表５－１ テーマ設定型（技術公募）の比較表を公表した技術テーマ 

No. 技術テーマ（技術公募） 

１ コンクリートのひび割れについて遠方より検出が可能な技術 

２ 上塗り塗装施工したままで可能な溶接部の亀裂・劣化調査技術 

３ 鉄筋コンクリート並びにプレストレストコンクリートのかぶり部における塩
化物イオン含有量の非破壊、微破壊調査が可能な技術 

４ 目視困難な水中部にある鋼構造物の腐食や損傷等を非破壊で検査可能な技術 

５ コンクリート構造物のうき・剥離を検出可能な非破壊検査技術 

６ 土木鋼構造用塗膜剥離剤技術 

７ 遠隔操縦における作業効率向上に資する技術（無線通信技術、映像処理技術） 

８ 表面に凹凸がある護岸背面の空洞化を調査する技術 

９ 河川管理施設周辺の空洞化を測定する技術 

１０ 新素材繊維接着工（コンクリート剥落対策技術） 

１１ 路面性状を簡易に把握可能な技術 

１２ ＰＣ橋に用いる被覆ＰＣ鋼線技術 

１３ 道路附属物の支柱路面境界部以下の変状を非破壊で検出できる技術 

１４ 自動識別が可能なカメラ撮影・解析技術（夏冬タイヤ判別等） 

１５ 道路附属物の基礎を簡易に設置する工法 

１６ UAV等を用いた砂防堰堤の自動巡回・画像取得技術① 

１７ 建設機械の騒音低減に資する技術 

１８ 道路トンネル点検記録の作成支援ロボット技術 

１９ 施工性の良好なコンクリート含浸材技術(塩害対策) 

２０ 施工性の良好なコンクリート含浸材技術(中性化対策) 

２１ 河川堤防において、除草後の徒歩点検に変えて変状箇所（モグラ穴等）を計測
できる技術 

２２ ライティング技術等の除雪作業の効率化に寄与する技術 

２３ AR（拡張現実）技術等の除雪作業の効率化に寄与する技術 

２４ 先端技術等による自然エネルギー、ローカルエネルギーを活用した融雪技術 

２５ 簡易に鋼材、鉄筋等の腐食状況を把握できる技術 

２６ 耐久性に優れる超高強度繊維補強コンクリート技術 

２７ 建設機械の安全装置に関する技術 

２８ 
 

建設発生土（河川浚渫・掘削土等）を活用した盛土材料（通常堤防・高規格堤
防）としての改良技術、無害化技術（不溶化） 

２９ 軟弱地盤上の堤防整備における周辺地盤に影響を与えない圧密・排水促進の技
術（地盤改良を含む） 

３０ 水中点検ロボットを使用したコンクリートダム堤体の水中点検技術 

３１ 道路橋の塩害モニタリング技術 

３２ コンクリート舗装工事の効率化に貢献する技術 

３３ 道路における雑草抑制技術 

３４ 道路に設置する透光性遮音板の技術 

３５ トンネル覆工の防水技術 

３６ 道路橋点検記録作成支援ロボット技術 

３７ 道路トンネル非常用施設「自動通報施設」 

３８ 道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術 

３９ UAV等を用いた砂防堰堤の自動巡回・画像取得技術② 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

４０ 建設機械の安全装置に関する技術（ドラグショベル） 

４１ 路面下空洞調査技術 

４２ 露出した鉄筋等に対する除錆・防錆技術 

４３ 堤防被災時の緊急復旧堤防の効率化、省力化を目的とした法面補強技術 

４４ 橋梁伸縮装置止水部の補修に関する技術 

４５ 無電柱化における管路部等の低コスト化に資する技術 

 

現行通り
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現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

－２－

積算上の注意事項
12／55

記載の変更

改　正　理　由 ページ数が変更になったため
改　　正

現　　行

現行通り
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記載の修正

3-2-108

積算上の注意事項
13／55

改　正　理　由 適用基準「落石対策便覧」の改定に伴う修正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

第８節 落石防止工 

   

８－１ 適用基準 

設計にあたっては，本マニュアルによるほか，下記の示方書等に基づくものと

する。 

「落石対策便覧」平成12年 6月 (社)日本道路協会 

「道路土工のり面工斜面安定工指針」平成21年 6月 (社)日本道路協会 

「道路橋示方書・同解説」平成24年 3月 (社)日本道路協会 

 

８－２ 落石対策工の選定 

落石対策工の選定に際して最も基本的なことは，対象斜面のどこから，どんな

形態・規模の落石が発生し，それがどんな運動形態で落下するかを的確に想定し，

それに対して，どこでどのような止め方をするか，あるいはどのような方法で無

害に道路を通過させるかを決めることである。この対策工の選定には，対策施工

箇所の地盤等の設計・施工条件を把握しておかなければならない。また，道路構

造，交通状況，経済性，景観，周辺環境への影響等を考慮しておかなければなら

ない。特に，落石対策工の基礎地盤については，地下水や切土に伴うゆるみ，風

化等で，劣化が明らかな場合は，落石の衝撃に耐える過大な落石対策工は好まし

くない。このような場合には，別の落石対策工を複合するなどして，現地に適す

る工法を選定しなければならない。また，機械搬入の制約等，仮設工事を含めた

施工方法の難易性を十分検討し，確実性，経済性等に配慮して，落石対策工を選

定しなければならない。 

落石対策工を大別すると発生源対策としての落石予防工および発生した落石

の対策としての落石防護工の２種類があり，その効果は次のように要約される。 

① 発生の原因となる風化侵食を防止する。 

② 落石の発生を止める。 

③ 落下エネルギーを吸収する。 

④ 落下方向を変えて無害なところに導く。 

⑤ 衝撃に抵抗して落石運動を止める。 

⑥ 崩土の落下，なだれ防止の効果を兼ねる。 

各種の対策工の機能，耐久性，施工性，経済性，維持管理上の問題等をよく検

討して，現地の道路状況，斜面状況に最も適した工種とその組合わせを選択しな

ければならない。 

図２－８－１に工種選定のためのフローチャートを示す。なお，落石防護工の

おおよその対応可能な落石エネルギーの範囲を図２－８－２に示すので，併せて

参考にするとよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

落石対策便覧 

３－２－５ 

(Ｈ12．6) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８節 落石防止工 

   

８－１ 適用基準 

設計にあたっては，本マニュアルによるほか，下記の示方書等に基づくものと

する。 

「落石対策便覧」平成1229年 612月 (社)日本道路協会 

「道路土工のり面工斜面安定工指針」平成21年 6月 (社)日本道路協会 

「道路橋示方書・同解説」平成24年 3月 (社)日本道路協会 

 

８－２ 落石対策工の選定 

落石対策工の選定に際して最も基本的なことは，対象斜面のどこから，どんな

形態・規模の落石が発生し，それがどんな運動形態で落下するかを的確に想定し，

それに対してどこでどのような止め方をするか，あるいはどのような方法で無害

に道路を通過させるかを決めることである。この対策工の選定にあたっては，対

策施工箇所の地盤等の設計・施工条件を把握しておかなければならない。くこと

が必要である。また，道路構造，交通状況，経済性，景観，周辺環境への影響等

を考慮しておかなければならない。する必要がある。特に，調査・計画において

落石対策工施設の基礎地盤については，の安定性を適切に評価することが重要で

ある。地下水や流水の影響,切土に伴うゆるみや風化等で，による斜面における

変状等で,基礎地盤が不安定であることが劣化が明らかな場合は，過大な落石対

策施設を設置することは落石の衝撃に耐える過大な落石対策工は好ましくない。

このような場合には，別の落石対策工を複合する組み合わせるなどして，現地に

適する工法種を選定しなければならない。する必要がある。また，機械搬入の制

約等，仮設工事を含めた施工方法の難易性を十分検討し，確実性，経済性等に配

慮して，落石対策工を選定しなければならないする必要がある。 

落石対策工を大別すると発生源対策としての落石予防工および発生した落石

の対策としての落石防護工の２種類があり，その効果は次のように要約される。 

落石対策工は,発生源対策を行う落石予防工および発生した落石の対策を行う

落石防護工の2種類があり,その効果はそれぞれ次のように要約される。 

   落石予防工： 

① 発生の原因となる風化侵食を防止する。 

② 落石の発生を止める。 

   落石防護工： 

①③ 落下エネルギーを吸収する。 

②④ 落下方向を変えて無害なところに導く。 

③⑤ 衝撃に抵抗して落石運動を止める。 

④⑥ 小規模な崩土の落下，なだれ防止の効果を兼ねる。 

この効果と落石対策工の工種の関係を整理したものが表２－８－１である。 

各種の対策工施設の機能，耐久性，施工性，経済性，維持管理上の問題等をよ

く検討して，現地の道路状況，斜面状況に最も適した工種とその組合わせを選択

しなければならない。する必要がある。 
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現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の追加

積算上の注意事項
14／55

改　正　理　由 適用基準「落石対策便覧」の改定に伴う修正
改　　正

現　　行

落石は複雑な現象であり,どこでどのような対策を行うことが最適であるかは,

対象となる斜面によって異なる。このため,落石対策工の選定にあたり落石予防

工の可能性または落石防護工の可能性,さらには落石予防工と落石防護工を併用

する対策の可能性等について,現地状況や経済性,施工性等を総合的に検討し判

断する必要がある。 

落石対策工の選定は一般的に次のような流れで実施される場合が多い。 

① 浮石,転石の分布状況の確認 

② 落石エネルギーの想定と安定性の評価（落石対策の対象とする落石の設

定） 

③ 道路への到達範囲の設定（道路への到達の可能性のある浮石,転石の特

定） 

④ 地形,地質,用地,交通,施工条件等の対策工選定のための条件の確認 

⑤ 予防工,防護工から適用可能な対策工の選定 

⑥ 安全性の確保，経済性，施工性，維持管理，景観等の条件を考慮した総

合的に最適な工法の組合せによる対策工の選定 

対策工の選定の際には，予防施設，防護施設の機能のほか，維持管理の手間や

長期的な経済性にも着目する必要がある。例えば，斜面中腹に防護施設を設置す

る場合，落石が頻発する斜面では防護施設背面の定期的な除石を行う必要があり，

維持管理に手間がかかること等を加味し選定を行う必要がある。また，長期的な

経済性については，初期建設費用は安価でも落石の衝突により対策施設が機能低

下し，補修や更新による費用が頻繁に想定されるものと，耐久性に優れ補修費等

をほとんど必要としないものについて，長期的にどちらが経済的であるかについ

ても配慮する必要がある。 

図２－８－１に工種選定のためのフローチャートを図２－８－１に示す。なお，

落石防護工のおおよその対応可能な落石エネルギーの範囲を図２－８－２に示

すので，併せて参考にするとよい。 
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.

積算上の注意事項
15／55

改　正　理　由 適用基準「落石対策便覧」の改定に伴う修正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の修正

3-2-110

表２－８－１ 落石対策の適用に関する参考表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

落石対策便覧 

(Ｈ12．6) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２－８－１ 落石対策の適用に関する参考表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18



. .

.

記載の修正

3-2-109

積算上の注意事項
16／55

改　正　理　由 適用基準「落石対策便覧」の改定に伴う修正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

図２－８－１ 対策工の選定フローチャート 

落石対策便覧 

(Ｈ12．6) 

図２－８－１ 対策工の選定フローチャート 
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.

記載の修正

3-2-111

積算上の注意事項
17／55

改　正　理　由 適用基準「落石対策便覧」の改定に伴う修正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－８－２ 落石防護工の適用範囲の目安 

 

フローチャートの適用に当たっては，次の事項に留意する。 

① 斜面調査による落石形態の特性を十分に吟味する。 

② 落石は，単独に生じる場合と斜面崩壊として土石混合状態で発生する場合

がある。落石形態を十分に吟味して工法選定に生かす。 

③ 防護工と予防工は並列に比較する。また，各予防工間，各防護工間におい

ても並列的に比較する。 

④ 各防護工は単独だけでなく，たとえば落石防護網＋落石防護柵等のように，

組み合わせて用いれば効果的である。同様に各予防工についても，単独だけ

でなく，たとえば個別処理＋風化防止等のように組み合わせて用いることが

効果的である。 

⑤ 予防工と防護工の組合せは単独より効果的で，経済的となる場合が多い。

たとえば，巨岩の個別処理＋落石防護柵等があげられる。 

⑥ 防護工のみで落石エネルギーに耐えられない場合は，予防工により検討す

る。 

⑦ 予防工が大規模になる場合は，路線変更と比較検討する。 

⑧ 策工の選定は仮設等を含めた施工性や経済性，さらに対策後の景観，周辺

環境への影響等も考慮して選定する。 
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設計落石エネルギー（kJ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－８－２ 落石防護工の適用範囲の目安 

 

フローチャートの適用に当たっては，次の事項に留意する。 

① 斜面調査による落石形態の特性を十分に吟味する。 

② 落石は，単独に生じる場合と斜面崩壊として土石混合状態で発生する場合

がある。落石形態を十分に吟味して工法選定に生かす。 

③ 防護工と予防工は並列に比較する。また，各予防工間，各防護工間におい

ても並列的に比較する。 

④ 各防護工は単独だけでなく，たとえば落石防護網＋落石防護柵等のように，

組み合わせて用いれば効果的である。同様に各予防工についても，単独だけ

でなく，たとえば個別処理＋風化防止等のように組み合わせて用いることが

効果的である。 

⑤ 予防工施設と防護工施設の組合せは単独より効果的で，経済的となる場合

が多い。たとえば，巨岩の個別処理＋落石防護柵等があげられる。 

⑥ 防護工施設のみで落石エネルギーに耐えられない場合は，予防工施設によ

り検討する。 

⑦ 予防工施設が大規模になる場合は，路線変更と比較やモニタリングによる

通行規制について検討する。 

⑧ 策工の選定は仮設等を含めた施工性や経済性，さらに対策後の景観，周辺

環境への影響等も考慮して選定する。 
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設計落石エネルギー（kJ） 削除 
削除
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改　正　理　由 誤記修正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の変更

３－３－５

積算上の注意事項
18／55

舗装の設計は，舗装が有すべき性能指標の値を満足するように経済性，施工性を

考慮して，舗装構成，材料，その他の詳細構造を具体的に定めることであり，設計に

あたっては必要な諸条件を明確にしておくことが必要である。舗装の設計は基本的に

路面設計と構造設計の２つを対象に行う。

現行通り

現行通り
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３－３－９０

積算上の注意事項
19／55

改　正　理　由 誤記修正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

シート系床版防水層

現行通り

現行通り
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改　正　理　由 ページ数が変更となったため。
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の変更

－１－

積算上の注意事項
20／55
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改　正　理　由
「防護柵の設置基準・同解説、ボラードの設置便覧」が令和３年３月に発行したため
「景観に配慮した防護柵の整備ガイドライン」が平成２９年１１月に発行したため

改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の修正

21／55
積算上の注意事項

現行通り

24



. .

.

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

改　正　理　由 平成３０年６月より、直轄管理の高規格幹線道路の暫定２車線区間には標準設置することとなっているため
改　　正

現　　行

積算上の注意事項
22／55

記載の追加

現行通り

25



. .

.

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の追加

改　正　理　由

令和３年３月道路法改正に伴い以下の標識が追加されたため最新版へ更新
 325の5-A～C：許可車両専用　　　 325の6：許可車両（組合せ）専用
 325の7：広域災害応急対策車両専用

改　　正

現　　行

積算上の注意事項
23／55

現行通り

追加

現行通り

26



. .

.

改　正　理　由
高速道路番号表示に対応する路線を明確にするため
（平成30年3月30日道路局企画課記者発表資料より）

改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

積算上の注意事項
24／55

現行通り

27



. .

.

25／55

改　正　理　由
高速道路番号表示に対応する路線を明確にするため
（平成30年3月30日道路局企画課記者発表資料より）

改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

図の追加

積算上の注意事項

現行通り

現行通り

（次ページへ掲載）

28
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.

改　正　理　由

現　　行

積算上の注意事項
26／55

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の追加

高速道路等の本線から一般道に設置された｢道の駅｣を案内する標識について統一するため
（平成26年10月31日事務連絡より）

改　　正

29



. .

.

改　正　理　由
高速道路等の本線から一般道に設置された｢道の駅｣を案内する標識について統一するため
（平成26年10月31日事務連絡より）

改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の追加

積算上の注意事項
27／55

30



. .

.

改　正　理　由
高速道路等の本線から一般道に設置された｢道の駅｣を案内する標識について統一するため
（平成26年10月31日事務連絡より）

改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の追加

積算上の注意事項
28／55

31



. .

.

29／55

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

改　正　理　由
道の駅に設置されているＥＶ充電施設を案内する標識について統一するため
（令和4年3月24日事務連絡より）

改　　正

現　　行

記載の追加

積算上の注意事項

32



. .

.

改　正　理　由
道の駅に設置されているＥＶ充電施設を案内する標識について統一するため
（令和4年3月24日事務連絡より）

改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の追加

積算上の注意事項
30／55

33



. .

.

改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の追加

積算上の注意事項

改　正　理　由
道の駅に設置されているＥＶ充電施設を案内する標識について統一するため
（令和4年3月24日事務連絡より）

31／55

34



. .

.

改　正　理　由
一般道等から自専道への案内方法、自専道からの出口案内方法について統一するため
（平成18年12月26日事務連絡より）

改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の追加

積算上の注意事項
32／55

35



. .

.

33／55

改　正　理　由
一般道等から自専道への案内方法、自専道からの出口案内方法について統一するため
（平成18年12月26日事務連絡より）

改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の追加

積算上の注意事項

36



. .

.

改　正　理　由
一般道等から自専道への案内方法、自専道からの出口案内方法について統一するため
（平成18年12月26日事務連絡より）

改　　正

現　　行

積算上の注意事項
34／55

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の追加

37
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.

改　正　理　由
一般道等から自専道への案内方法、自専道からの出口案内方法について統一するため
（平成18年12月26日事務連絡より）

改　　正

現　　行

積算上の注意事項
35／55

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の追加

38
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.

改　正　理　由
一般道等から自専道への案内方法、自専道からの出口案内方法について統一するため
（平成18年12月26日事務連絡より）

改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の追加

積算上の注意事項
36／55

39
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.

改　正　理　由

令和３年３月道路法改正に伴い以下の標識が追加されたため最新版へ更新
 325の5-A～C：許可車両専用　　　 325の6：許可車両（組合せ）専用
 325の7：広域災害応急対策車両専用

改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の修正

積算上の注意事項
37／55

40



. .

.

改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

３－５－９０

積算上の注意事項
38／55

改　正　理　由
Ｒ４年度発出事務連絡を反映した修正
　（R4.4.25付事務連絡 重要物流道路指定に伴う建築限界の考え方について）

記載の変更・ 重要物流道路の建築限界は、国際海上コンテナ車が特車許可なく通行可能と

なる4.8mと道路の補修（オーバーレイ）等の余裕高20cm程度を考慮し、5.0m

以上とする。

・ 交差道路の交通条件を勘案し、施工時の作業空間として桁下余裕高の確保が

必要な場合は、最低1.0m程度を確保することが望ましい。ただし、確保する

ことが困難な場合は、道路管理者と協議うえ決定する。

現行通り

現行通り

41



. .

.

改　正　理　由
Ｒ４年度発出事務連絡を反映した修正
　（R4.4.25付事務連絡 重要物流道路指定に伴う建築限界の考え方について）

改　　正

現　　行

記載の変更

記載の変更

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

３－５－９１

積算上の注意事項
39／55

重要物流道路である普通道路にあっては4.8メートル、その他の普通道路にあ

っては4.5メートル、小型道路にあっては3メートル。ただし、

第３種第５級の普通道路にあっては、地形の状況その他の特別の理由によりやむ

を得ない場合においては、4メートル（大型の自動車の交通量が極めて少なく、

かつ、当該道路の近くに大型の自動車が迂回することができる道路があるときは、

3メートル）まで縮小することができる。

重要道路である普通道路にあってはH（4.1メートル未満の場合においては、4.1

メートルとする。）から4.1メートルを減じた値、その他の普通道路にあってはH

（3.8メートル未満の場合においては、3.8メートルとす

る。）から3.8メートルを減じた値、小型道路にあっては0.2メートル。

現行通り

現行通り

42



. .

.

３－５－92

積算上の注意事項
40／55

設計打合せ対象の追加に伴う修正
（令和３年１１月１２日付け事務連絡にもとづき記載の変更）

改　　正

現　　行

記載の変更

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

改　正　理　由

橋長50m以上、橋長50m未満で橋台高さ10m以上の橋梁もしくは、複雑な構造の

ものについては、比較設計を行いその結果により型式を選定し局の承認をうけ

てから詳細設計にかかるものとする。

現行通り

43



. .

.

改　正　理　由
第三者照査対象橋梁の取扱いを追加
　（R4.5.16付事務連絡「橋、高架の道路等の設計に係る当面の措置の運用について」）

改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

3－5－98

積算上の注意事項
41／55

記載の追加

※令和4 年5 月16 日以降に公告する橋梁詳細設計業務は設計図面の設計条件に

『「橋、高架の道路等の設計に係る当面の措置について（H29.12.27 付け国道国防

第165 号）」は対象外』と記載する。

当面の措置の取り扱い 「橋、高架の道路等の設計に係る当面の措置につ

いて（H29.12.27付け 国道国防第165号）」は対

象外

現行通り

44



. .

.

改　正　理　由 道路上でも第三者被害の防止を図る必要があるため表現の修正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

3－5－102

積算上の注意事項
42／55

記載の変更

以下に対策範囲例を示す。

現行通り

コンクリート片が剥落し第三者被害を及ぼす恐れのある橋梁のうち、鉄道・軌

道上、道路上の橋梁は、原則として、あらかじめ剥落対策をすること。

現行通り

45
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改　正　理　由
ニッケル系高耐候性鋼材の飛来塩分量に関する記載の修正
（文献、基準で明確な定めがないため、記載内容を変更）

改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

3－5－164

積算上の注意事項
43／55

記載の変更

削除

ニッケル系高耐候性鋼材は、成分、耐候性等、各メーカーにバラツキがあるが、

使用にあたっては、飛来塩分量について十分な調査、検討を行うこと。

現行通り

46
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.

改　正　理　由 工事の実態にあわせて材料表の修正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

３－５－183

積算上の注意事項
44／55

記載の変更
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現行通り
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改　正　理　由 工事の実態にあわせて材料表の修正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

3－5－184

積算上の注意事項
45／55

記載の変更
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品　　　　名 材 質 個数 重　量 備　　　　考

本　　　　体
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SS400
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1

1
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4
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亜鉛メッキ

82.2１組分合計重量　kg

垂流しのみ

亜鉛メッキ

符 号

１

２

３

４

0.31内面塗装面積 　m2

外面塗装面積 　m2
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-
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変性エポキシ樹脂塗装 追加

現行通り
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改　正　理　由 工事の実態にあわせて材料表の修正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

3－5－185

積算上の注意事項
46／55

記載の変更
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外面塗装面積 　m2

多孔エポキシ2回160μ

本体と同じ塗装系

-

0.08

1
5
0

1
1
5

2
0

M12×30

207

φ
1
6

M10

φ
1
6

30

３　　ビ　　　ス ４　　固定ボルト S = 1:2S = 1:2

207

削除

削除

変性エポキシ樹脂塗装 追加

現行通り
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改　正　理　由 全国のマニュアル、要領にあわせて、柵を設置する場所によって判断できるように名称を変更
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

3－5－248

積算上の注意事項
47／55

記載の変更

落下物防止柵（道路部）

落下物防止柵（鉄道部）

落下物防止柵（道路部）

落下物防止柵（鉄道部）

落下物防止柵（鉄道部）

落下物防止柵（道路部）

落下物防止柵

落下物防止柵

50
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.

改　正　理　由 全国のマニュアル、要領にあわせて、柵を設置する場所によって判断できるように名称を変更
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

3－5－249

積算上の注意事項
48／55

記載の変更落下物防止柵

現行通り
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現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

3－5－250

積算上の注意事項
49／55

改　正　理　由 全国のマニュアル、要領にあわせて、柵を設置する場所によって判断できるように名称を変更
改　　正

現　　行

記載の変更
落下物防止柵（道路部）

落下物防止柵（鉄道部）

自動車専用道路の本線が交差する場合は、別途考慮する。

新幹線と交差または近接する場合は、別途考慮する。

落下物防止柵（道路部）参考図

落下物防止柵（鉄道部）参考図

現行通り

現行通り
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3-5-291

積算上の注意事項
50／55

記載の変更

改　正　理　由 各示方書が改定されているため
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考     【機密性２情報】  
発出元 → 発出先  作成日_作成担当課_用途_保存期間  

 示方書・指針等 発行年月 発行者 

道路構造令の解説と運用 令和 ３年 ３月 日本道路協会 

解説・河川管理施設等構造令 平成１２年 １月 日本河川協会 

解説・工作物設置許可基準 平成１０年１１月 国土技術研究センター 

道路橋示方書・同解説Ⅰ（共通編） 平成２９年１１月 日本道路協会 

道路橋示方書・同解説Ⅱ（鋼橋・鋼部材編） 平成２９年１１月 日本道路協会 

道路橋示方書・同解説Ⅲ（コンクリート橋・コンクリート部材編） 平成２９年１１月 日本道路協会 

道路橋示方書・同解説Ⅳ（下部構造編） 平成２９年１１月 日本道路協会 

道路橋示方書・同解説Ⅴ（耐震設計編） 平成２９年１１月 日本道路協会 

道路橋示方書・同解説 Ⅴ耐震設計編に関する参考資料 
 平成２７年 ３月 日本道路協会 

2012年制定 コンクリート標準示方書［基本原則編］ 

 

平成２５年 ３月 土木学会 

2017年制定 コンクリート標準示方書［設計編］ 平成３０年 ３月 土木学会 

2017年制定 コンクリート標準示方書［施工編］ 平成３０年 ３月 土木学会 

2018年制定 コンクリート標準示方書［維持管理編］ 平成３０年１０月 土木学会 

鋼管矢板基礎設計施工便覧 平成 ９年１２月 日本道路協会 

小規模吊橋指針・同解説 昭和５９年 ４月 日本道路協会 

鋼道路橋設計便覧 令和 ２年 ９月 日本道路協会 

鋼道路橋施工便覧 令和 ２年 ９月 日本道路協会 

鋼道路橋防食便覧 平成２６年 ３月 日本道路協会 

コンクリート道路橋設計便覧 令和 ２年 ９月 日本道路協会 

コンクリート道路橋施工便覧 令和 ２年 ９月 日本道路協会 

プレキャストブロック工法によるプレストレストコンクリートＴげた 
道路橋設計施工便覧 平成 ４年１０月 日本道路協会 

杭基礎設計便覧 令和 ２年 ９月 日本道路協会 

杭基礎施工便覧 令和 ２年 ９月 日本道路協会 

斜面上の深礎基礎設計施工便覧 平成２４年 ４月 日本道路協会 

道路橋耐風設計便覧 平成２０年 １月 日本道路協会 

道路橋支承便覧 平成３０年１２月 日本道路協会 

鋼道路橋の細部構造に関する資料集 平成 ３年 ７月 日本道路協会 

道路橋床版防水便覧 平成１９年 ３月 日本道路協会 

道路土工 擁壁工指針 平成２４年 ７月 日本道路協会 

防護柵の設置基準・同解説／ボラードの設置便覧 令和 ３年 ３月 日本道路協会 

車両用防護柵標準仕様・同解説 平成１６年 ３月 日本道路協会 
 

無塗装耐候性橋梁の設計・施工要領 

 

平成 ５年 ３月 

建設省土木研究所 
鋼材倶楽部 
日本橋梁建設協会 

近接基礎設計施工要領（案） 昭和５８年 ６月 建設省土木研究所 

鋼道路橋疲労設計便覧 令和 ２年 ９月 日本道路協会 

土木構造物設計ガイドライン・土木構造物設計マニュアル 平成１１年１１月 全日本建設技術協会 

 

     【機密性２情報】  
発出元 → 発出先  作成日_作成担当課_用途_保存期間  

第８節 参考資料 

 

８－１ 参考図書 

このマニュアルに示していない事項については、下表の図書等を参照する。 

ただし、道路橋示方書・同解説、便覧以外の学会図書、協会マニュアル・手引き、 

その他教科書等の図書については、必要があれば、適用方法について協議等を通 

じ、技術基準との適合性を確認した上で、扱いを決めること。 

 示方書・指針等 発行年月 発行者 

道路構造令の解説と運用 令和 ３年 ３月 日本道路協会 

解説・河川管理施設等構造令 平成１２年 １月 日本河川協会 

解説・工作物設置許可基準 平成１０年１１月 国土技術研究センター 

道路橋示方書・同解説Ⅰ（共通編） 平成２９年１１月 日本道路協会 

道路橋示方書・同解説Ⅱ（鋼橋・鋼部材編） 平成２９年１１月 日本道路協会 

道路橋示方書・同解説Ⅲ（コンクリート橋・コンクリート部材編） 平成２９年１１月 日本道路協会 

道路橋示方書・同解説Ⅳ（下部構造編） 平成２９年１１月 日本道路協会 

道路橋示方書・同解説Ⅴ（耐震設計編） 平成２９年１１月 日本道路協会 

道路橋示方書・同解説 Ⅴ耐震設計編に関する参考資料 
 平成２７年 ３月 日本道路協会 

2012年制定 コンクリート標準示方書［基本原則編］ 

 

平成２５年 ３月 土木学会 

2017年制定 コンクリート標準示方書［設計編］ 平成３０年 ３月 土木学会 

2017年制定 コンクリート標準示方書［施工編］ 平成３０年 ３月 土木学会 

2018年制定 コンクリート標準示方書［維持管理編］ 平成３０年１０月 土木学会 

鋼管矢板基礎設計施工便覧 平成 ９年１２月 日本道路協会 

小規模吊橋指針・同解説 昭和５９年 ４月 日本道路協会 

鋼道路橋設計便覧 令和 ２年 ９月 日本道路協会 

鋼道路橋施工便覧 令和 ２年 ９月 日本道路協会 

鋼道路橋防食便覧 平成２６年 ３月 日本道路協会 

コンクリート道路橋設計便覧 令和 ２年 ９月 日本道路協会 

コンクリート道路橋施工便覧 令和 ２年 ９月 日本道路協会 

プレキャストブロック工法によるプレストレストコンクリートＴけた 
道路橋設計施工便覧 平成 ４年１０月 日本道路協会 

杭基礎設計便覧 令和 ２年 ９月 日本道路協会 

杭基礎施工便覧 令和 ２年 ９月 日本道路協会 

斜面上の深礎基礎設計施工便覧 平成２４年 ４月 日本道路協会 

道路橋耐風設計便覧 平成２０年 １月 日本道路協会 

道路橋支承便覧 平成３０年１２月 日本道路協会 

鋼道路橋の細部構造に関する資料集 平成 ３年 ７月 日本道路協会 

道路橋床版防水便覧 平成１９年 ３月 日本道路協会 

道路土工 擁壁工指針 平成２４年 ７月 日本道路協会 

防護柵の設置基準・同解説 平成２８年１２月 日本道路協会 

車両用防護柵標準仕様・同解説 平成１６年 ３月 日本道路協会 
 

無塗装耐候性橋梁の設計・施工要領 

 

平成 ５年 ３月 

建設省土木研究所 
鋼材倶楽部 
日本橋梁建設協会 

近接基礎設計施工要領（案） 昭和５８年 ６月 建設省土木研究所 

鋼道路橋疲労設計便覧 令和 ２年 ９月 日本道路協会 

土木構造物設計ガイドライン・土木構造物設計マニュアル 平成１１年１１月 全日本建設技術協会 

 

現行通り

現行通り

53



. .

.

積算上の注意事項
51／55

改　正　理　由
Ｒ４年度発出事務連絡を反映した修正
　（R4.4.25付事務連絡 重要物流道路指定に伴う建築限界の考え方について）

改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

３－６－４

記載の変更

i %

7
0
0

ｄ ｄ

7
0
0 50m

m以
上

確保

4
1
0
0
以

上

50mm以上確保

5
0
0
0

4
8
0
0

2
0
0

ＩＳＯ規格コンテナ車

路
面
に
垂
直

路
面
に
垂
直

路面に平行
路面に平行

ＩＳＯ規格コンテナ車の通行を考慮して縁石前面にて高さ

4100以上を確保する。

重要物流道路に指定された区間においては、建築限界Ｈを４．８ｍとし、将

来の舗装のオーバーレイや冬期積雪によるクリアランスの減少等を考慮し、０．

２ｍを加えた５．０ｍを確保するものとする。

その他の建築限界については、道路構造令第１２条のとおりとする。

トンネル断面の所有空間とは別に，施工誤差の許容範囲を５㎝程度見込む。

トンネル上部のジェットファン等の坑内施設の設置位置は、建築限界Ｈに対

し、将来の舗装のオーバーレイや冬期積雪によるクリアランスの減少等を考慮

した高さから計画する。（重要物流道路については、５．０ｍ（４．８ｍ＋０．

２ｍとする。）

高さＨ 高さＨ

現行通り
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現　　行

積算上の注意事項
52／55

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

改　正　理　由 「道路の移動円滑化に関するガイドライン」が令和４年６月に改訂したため
改　　正

記載の修正

現行通り

現行通り
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改　正　理　由
「道路構造令の解説と運用」が令和３年３月に発行したため
「道路の移動円滑化に関するガイドライン」が令和４年６月に改訂したため

改　　正

現　　行

積算上の注意事項
53／55

改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の修正

現行通り

現行通り
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現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

3-9-11

積算上の注意事項
54／55

改　正　理　由 適用基準の発行年月を最新版へ更新
改　　正

現　　行

記載の修正

第２節 橋梁の維持修繕 

 

２－１ 適用基準等 

橋梁の維持修繕は本マニュアルによるほか下記要綱等によること。 

道路維持修繕要綱           昭和53年 7月 (社)日本道路協会 

道路橋補修便覧            昭和54年 2月 (社)日本道路協会 

鋼橋の疲労              平成 9年 5月 (社)日本道路協会 

鋼道路橋防食便覧           平成26年 3月 (社)日本道路協会 

鋼道路橋塗装・防食便覧資料集     平成22年 9月 (社)日本道路協会 

道路橋床版防水便覧          平成19年 3月 (社)日本道路協会 

道路橋支承便覧            平成30年12月 (社)日本道路協会 

道路橋補修・補強事例集        平成24年 3月 (社)日本道路協会 

鋼道路橋の部分塗替え塗装要領（案）  平成21年 9月 国土交通省 

コンクリート標準示方書（維持管理編） 2018年制定    (社)土木学会 

セメント系材料を用いたコンクリート構造物の補修・補強指針 

                  2018年 6月  (社)土木学会  

連続繊維シートを用いたコンクリート構造物の補修補強指針 

                   平成12年 7月 (社)土木学会 

電気化学的防食工法 設計施工指針(案) 平成13年11月 (社)土木学会 

表面保護工法 設計施工指針（案)    平成17年 4月 (社)土木学会 

健全度診断マニュアル 平成15年 (独）土木研究所、日本構造物診断技術協会 

コンクリートのひび割れ調査、補修・補強指針  

               2013年5月 (社)日本コンクリート工学協会 

  支承部補修・補強工事施工の手引き (社)日本橋梁建設協会 

 

 また、下記ガイドライン、マニュアル等も参考とすると良い。 

 ・塩害橋梁維持管理マニュアル（案）平成20年 4月  橋梁塩害対策検討委員会 

 ・アルカリ骨材反応による劣化を受けた道路橋の橋脚・橋台躯体に関する 

  補修・補強ガイドライン（案）平成20年 3月 ASRに関する対策検討委員会  

 

２－２ 概  説 

橋梁の異常に対する措置にあたっては，異常の程度や原因について調査検討をし

て判断しなければならないが，補修により効果の期待できるものについては，早期

に手当を施し，橋梁の耐用年数を保持するよう努力する必要がある。しかしながら，

大がかりな補修を計画する場合には，新しく橋梁を架け替える場合との経済比較を

行う必要がある。経済比較では単に補修費と改築費との工費比較だけではなく，既

設橋の老朽度，幅員，設計荷重，前後の道路の線形，道路の改築計画，関係河川の

改修計画，将来交通量などを考慮して近い将来に既設橋を新しい橋に架け替える必

要が生じるかどうかの検討も同時に行う必要がある。 

補修の一般的な手順を以下のフロー示す。 
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道路橋補修便
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第２節 橋梁の維持修繕 

 

２－１ 適用基準等 

橋梁の維持修繕は本マニュアルによるほか下記要綱等によること。 

道路維持修繕要綱           昭和53年 7月 (社)日本道路協会 

道路橋補修便覧            昭和54年 2月 (社)日本道路協会 

鋼橋の疲労              平成 9年 5月 (社)日本道路協会 

鋼道路橋防食便覧           平成26年 3月 (社)日本道路協会 

鋼道路橋塗装・防食便覧資料集     平成22年 9月 (社)日本道路協会 

道路橋床版防水便覧          平成19年 3月 (社)日本道路協会 

道路橋支承便覧            平成30年12月 (社)日本道路協会 

道路橋補修・補強事例集        平成24年 3月 (社)日本道路協会 

鋼道路橋の部分塗替え塗装要領（案）  平成21年 9月 国土交通省 

コンクリート標準示方書（維持管理編） 2018年制定    (社)土木学会 

セメント系材料を用いたコンクリート構造物の補修・補強指針 

                  2018年 6月  (社)土木学会  

連続繊維シートを用いたコンクリート構造物の補修補強指針 

                   平成12年 7月 (社)土木学会 

電気化学的防食工法 設計施工指針(案) 平成令和132年112月 (社)土木学会 

表面保護工法 設計施工指針（案)    平成17年 4月 (社)土木学会 

健全度診断マニュアル 平成15年 (独）土木研究所、日本構造物診断技術協会 

コンクリートのひび割れ調査、補修・補強指針  

               201322年51月 (社)日本コンクリート工学協会 

  支承部補修・補強工事施工の手引き 平成25年1月 (社)日本橋梁建設協会 

 

 また、下記ガイドライン、マニュアル等も参考とすると良い。 

 ・塩害橋梁維持管理マニュアル（案）平成20年 4月  橋梁塩害対策検討委員会 

 ・アルカリ骨材反応による劣化を受けた道路橋の橋脚・橋台躯体に関する 

  補修・補強ガイドライン（案）平成20年 3月 ASRに関する対策検討委員会  

 

２－２ 概  説 

橋梁の異常に対する措置にあたっては，異常の程度や原因について調査検討をし

て判断しなければならないが，補修により効果の期待できるものについては，早期

に手当を施し，橋梁の耐用年数を保持するよう努力する必要がある。しかしながら，

大がかりな補修を計画する場合には，新しく橋梁を架け替える場合との経済比較を

行う必要がある。経済比較では単に補修費と改築費との工費比較だけではなく，既

設橋の老朽度，幅員，設計荷重，前後の道路の線形，道路の改築計画，関係河川の

改修計画，将来交通量などを考慮して近い将来に既設橋を新しい橋に架け替える必

要が生じるかどうかの検討も同時に行う必要がある。 

補修の一般的な手順を以下のフロー示す。 
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現行通り

現行通り
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積算上の注意事項
55／55

改　正　理　由 発行日付を最新版へ更新
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

３－１０－１

記載の変更

     【機密性２情報】  
発出元 → 発出先  作成日_作成担当課_用途_保存期間  

       第10章 道路付属設備の計画・設計要領 

 

 第１節 本要領の取扱いについて 

 

１－１ 適用 

 

  本「設計要領」は，中国地方整備局において施工する道路トンネル用換気設 

 備，道路トンネル非常用施設・道路排水設備，共同溝付帯設備，照明工の計画 

 並びに設計に適用する。 

 

１－２ 目的 

 

  本「設計要領」は，機械設備，電気通信設備の計画・設計を効率的に実施し， 

 かつ技術的水準を維持することを目的とする。 

 

１－３ 遵守 

 

  機械設備，電気通信設備の計画・設計に当っては，本「設計要領」を遵守す 

 るものとする。但し現場条件その他の理由により，本「設計要領」を適用する 

 事が適当でないと認められる場合には，別途考慮するものとする。 

 

１－４ その他 

 

  本「設計要領」は，基本的事項のみを記載したものであるから，詳細につい 

 ては実績等を十分勘案するとともに，次の諸基準に準拠し，又はこれらを参考 

 とするものとする。 

  (1) 電気通信設備工事共通仕様書  最新版 

                                   国土交通省大臣官房技術調査課電気通信室 

  (2) 電気設備に関する技術基準   経済産業省省令 

  (3) 電気規格調査会標準規格    ＪＥＣ 

  (4) 機械工事共通仕様書（案）   令和 2年3月 国土交通省総合政策局 

                          公共事業企画調整課 

   (5) 機械工事施工管理基準（案）  令和 2年3月 国土交通省総合政策局 

                          公共事業企画調整課 

  (6) 機械工事塗装要領（案）・同解説   

                    令和3年2月 国土交通省総合政策局 

                          公共事業企画調整課 

  (7) 公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 

                                     平成31年版 社団法人公共建築協会 

  (8) 公共建築設備工事標準図（機械設備工事編） 

                                     平成31年版 社団法人公共建築協会 

  (9) 機械設備工事監理指針          令和元年版 社団法人公共建築協会 

    (10）電気通信施設設計要領・同解説（電気編） 平成29年度版   

                                             一般社団法人建設電気技術協会 

     【機密性２情報】  
発出元 → 発出先  作成日_作成担当課_用途_保存期間  

  (1) 電気通信設備工事共通仕様書  最新版 

                                   国土交通省大臣官房技術調査課電気通信室 

  (2) 電気設備に関する技術基準   経済産業省省令 

  (3) 電気規格調査会標準規格    ＪＥＣ 

  (4) 機械工事共通仕様書（案）   令和 4年3月 国土交通省総合政策局 

                          公共事業企画調整課 

   (5) 機械工事施工管理基準（案）  令和 3年3月 国土交通省総合政策局 

                          公共事業企画調整課 

  (6) 機械工事塗装要領（案）・同解説   

                    令和3年2月 国土交通省総合政策局 

                          公共事業企画調整課 

  (7) 公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 

                                     令和４年版 社団法人公共建築協会 

  (8) 公共建築設備工事標準図（機械設備工事編） 

                                     令和４年版 社団法人公共建築協会 

  (9) 機械設備工事監理指針          令和４年版 社団法人公共建築協会 

    (10）電気通信施設設計要領・同解説（電気編） 平成29年度版   

                                             一般社団法人建設電気技術協会 

現行通り
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参考－① 土木工事設計マニュアルの改訂について
第３編第２章第８節 落石防止工

落石対策工の選定は一般的に次のような流れで実施される場合が多い。
①浮石,転石の分布状況の確認
②落石エネルギーの想定と安定性の評価（落石対策の対象とする落石の設定）
③道路への到達範囲の設定（道路への到達の可能性のある浮石,転石の特定）
④地形,地質,用地,交通,施工条件等の対策工選定のための条件の確認
⑤予防工,防護工から適用可能な対策工の選定
⑥安全性の確保，経済性，施工性，維持管理，景観等の条件を考慮した総合的に
最適な工法の組合せによる対策工の選定

対策工の選定の際には，予防施設，防護施設の機能のほか，維持管理の手間や
長期的な経済性にも着目する必要がある。
例えば，斜面中腹に防護施設を設置する場合，落石が頻発する斜面では防護施設
背面の定期的な除石を行う必要があり，維持管理に手間がかかること等を加味し
選定を行う必要がある。また，長期的な経済性については，初期建設費用は安価で
も落石の衝突により対策施設が機能低下し，補修や更新による費用が頻繁に想定
されるものと，耐久性に優れ補修費等をほとんど必要としないものについて，長期的
にどちらが経済的であるかについても配慮する必要がある。
工種選定のためのフローチャートを図２－８－１に示す。

◆現行
記載無し

８－２ 落石対策工の選定（以下、一般的な流れを追記）◆追記

●落石対策便覧（H12）→（H29）の改訂に伴い土木工事設計マニュアルの改訂を行う

●主な改訂内容 第８節２（落石対策工の選定）
・落石対策工の一般的な選定の流れを追記
・落石対策工の選定フローを更新
・落石対策の適用に関する参考表を更新
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参考－① 土木工事設計マニュアルの改訂について
第３編第２章第８節 落石防止工

＜改訂前＞ ＜改訂後＞

図２－８－１ 対策工の選定フローチャート図２－８－１ 対策工の選定フローチャート 60



参考－① 土木工事設計マニュアルの改訂について
第３編第２章第８節 落石防止工

＜改訂前＞ ＜改訂後＞
表２－８－１ 落石対策の適用に関する参考表
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参考ー② 土木工事設計マニュアルの改定について

第３編第４章第１節 防護柵工

改定経緯
平成３０年６月に直轄管理の高規格幹線道路について、ワイヤロープ式防護柵を標準設置する

旨を記者発表。
その後、令和２年３月には、土工部だけでなく中小橋についても標準設置することを記者発表。

改定内容
ワイヤロープ式防護柵の記述を追加

１－４ ワイヤロープ式防護柵
ワイヤロープ式防護柵については、「ワイヤロープ式防護

柵整備ガイドライン（案）」（令和4年9月寒地土木研究所）を
参考にすること。
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参考ー③ 土木工事設計マニュアルの改定について

第３編第４章第２節 標識工

改定内容
道路標識の設置者の区分の更新
道路標識一覧の更新

改定理由
令和３年３月道路法改正に伴い追加された標識を追加

（325の7）広域災害応急対策車両専用

（325の5-A）許可車両専用 （325の5-B）許可車両専用

（325の5-C）許可車両専用 （325の6）許可車両（組合せ）専用
（防災拠点自動車駐車場の利用の制限等の表示）

第四十八条の二十九の四 道路管理者は、前条の規定
により防災拠点自動車駐車場の利用を禁止し、又は制限
しようとする場合においては、当該防災拠点自動車駐車
場の入口その他必要な場所に、禁止又は制限の対象を
明らかにした道路標識を設けなければならない。

（利用の制限等の表示）

第四十八条の三十四 道路管理者は、特定車両停留施設の
入口その他必要な場所に利用の禁止又は制限の対象を明ら
かにした道路標識を設けなければならない。
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参考ー④ 土木工事設計マニュアルの改定について

第３編第４章第２節 標識工

改定内容
高速道路番号表示の路線図、路線名一覧を追加

改定理由
高速道路番号表示に対応する路線を明確にするため（平成30年3月30日道路局企画課記者発表資料より）

＜改訂前＞ ＜改訂後＞
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参考ー⑤ 土木工事設計マニュアルの改定について

第３編第４章第２節 標識工

改定内容
①｢道の駅｣を案内する道路標識についての記述を追加
②道の駅に設置されているＥＶ充電施設の案内方針についての記述を追加
③直轄自専道に関する案内標識についての記述を追加

改定理由
過去に発出されていた事務連絡を明確化のためにマニュアルへ掲載（下記事務連絡より）

①平成26年10月29日事務連絡「『道の駅』を案内する道路標識の標準的なレイアウト及び設置位置（案）について」
②令和4年 3月22日事務連絡「道の駅に設置されているＥＶ充電施設の案内方針（案）について」
③平成18年12月26日事務連絡「直轄自専道に関するわかりやすい案内標識の整備について」

① ② ③
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参考－⑥ 土木工事設計マニュアルの改訂について
第３編第５章第２節 橋梁

改訂理由
重要物流道路に指定された区間において、今後、施工するものについては、建築限界Ｈを

４．８ｍとし、将来の舗装のオーバーレイや冬期積雪によるクリアランスの減少等を考慮し、
０．２ｍを加えた５．０ｍを確保する事とした。

改訂内容
重要物流道路指定に伴う建築限界の考え方について（令和４年４月２５日 事務連絡）

◆改定
跨道橋における建築限界

＜改訂後＞＜改訂前＞

・重要物流道路の建築限界は、国際海上コンテナ車が
特車許可なく通行可能となる4.8m以上とする。

・重要物流道路の建築限界は、国際海上コンテナ車が
特車許可なく通行可能となる4.8mと道路の補修（オーバー
レイ）等の余裕高20cm程度を考慮し、5.0m以上とする。
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参考－⑦ 土木工事設計マニュアルの改訂について
第３編第６章第２節 トンネル

改訂理由
重要物流道路に指定された区間において、今後、施工するものについては、建築限界Ｈを

４．８ｍとし、将来の舗装のオーバーレイや冬期積雪によるクリアランスの減少等を考慮し、
０．２ｍを加えた５．０ｍを確保する事とした。

改訂内容
重要物流道路指定に伴う建築限界の考え方について（令和４年４月２５日 事務連絡）

◆改定
トンネルにおける建築限界

＜改訂後＞＜改訂前＞
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0
0
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0
0

2
0
0
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参考ー⑧ 土木工事設計マニュアルの改定について

全編共通

改定内容
「道路の移動円滑化に関するガイドライン（国土交通省道路局）」（令和４年６月）の改訂

に伴う修正

◆令和２年の道路法改正に伴い道路附属物に位置付けられた特定車両停留施設の追加や、
踏切道での事故を踏まえた安全対策等を改訂。

◆適用図書等の修正。
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